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午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、２日目の本会議を開き

ます。

議事に入る前に、本日、当局より正誤表が

提出されておりますので、印刷してお手元に

配付しております。御了承願います。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

２番髙橋武志議員の登壇を願います。

○２番（髙橋武志君） 皆さんおはようござ

います。

市民クラブの髙橋武志でございます。本定

例会において、一般質問の１番札を引かせて

いただきました。前回、６月第２回定例会に

は、新人議員はじめての一般質問、６番札を

いただきました。本日の一般質問は１番とい

うことで、大変快く登壇させていただいてお

ります。市長はじめ執行部の皆様方の快い御

答弁をよろしくお願いいたします。

私ごとでありますが、この９月のこの時

期、花粉症の症状ということで、聞き苦しい

かすれ声かと思いますが、皆様方には御容赦

をお願いしたいと思います。

それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。

北海道エアシステム札幌線の開設について

質問させていただきます。

交通網は、人を移動させ、物を運び、そし

て経済の発展と切り離すことのできない不可

分のものであります。経済活動の要求にあわ

せて、これまで進化するように求められてき

ました。その交通の仕組みの変化は、今では

地域の社会問題となっております。

２０１０年１２月４日、東北新幹線は八戸

駅から新青森駅間が延伸され、全線開業とな

りました。

それまでＪＲ東北線の主要駅としてにぎわ

いを見せていた三沢駅でありましたが、新幹

線全線開業に伴い、並行在来線として、青森

県内の部分を運営する第三セクター青い森鉄

道が採用されたものの、十和田観光電鉄十和

田三沢電鉄線が、この３月３１日をもって８

９年の歴史にも幕を閉じました。

八戸－新青森間が開業した東北新幹線に鉄

路の利用客を奪われ、乗降客が大幅に減少

し、新幹線効果に沸く地域とは対照的に、駅

周辺の商店街やタクシー業界などにも深刻な

影響を及ぼしているのは事実であります。

その中において、平成１９年１０月に新千

歳便が運休して以来、三沢から北海道への空

路が途絶え、今般、北海道エアシステムが、

略して英語でＨＡＣが今年１１月にも予定す

るチャーター便の運航、来年７月に三沢－札

幌丘珠線の開設を目指すとの報道が新聞等で

ありました。

デーリー東北の７月１５日の時評欄には、

三沢線の就航に期待感、北海道エアシステ

ム・ＨＡＣ経営改革案の見出しで掲載され、

その内容には、ＨＡＣには、道の経営改善検

討委員会がまとめた経営改革案に、初の道外

路線三沢－札幌丘珠線の新設検討が盛り込ま

れました。

また、三沢市では、運休以来、当市が事務

局を務める三沢空港振興会を中心に、札幌線

の復便を求め、チャーター便運航事業や関係

機関への要請活動の展開もしてきただけに、

今回の改革案を歓迎しております。

この報道に、市民の間にも路線の開設への

期待が高まっておりますとのくだり文もあり

ました。私も路線開設を期待する一人であり

ます。

ビジネス客の利用が中心の三沢空港にあっ

て、当市にはアメリカンデーをはじめ、北海

道にはない雰囲気を楽しめるイベントが数多

く、ＰＲ次第では観光客集客の割合をふやす

ことは可能である。県南観光の玄関口として

役割のほか、北海道と青森県南、岩手県北地
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域との交流人口の拡大、経済的な連携も期待

されるだけに、この機運を好機ととらえ、就

航に向けた攻めの行動を期待したい。

また、北海道新聞の６月９日の社説には、

三沢線の開設については、採算性だけでな

く、東北への路線を持つ意味を考えてみた

い。道内で東北への直行便がある空港は新千

歳だけである。道央や函館など、一部を除く

多くの道民にとって、東北は時間的に東京よ

り遠いと感じている方も多くいる。北海道の

交通体系を道内限定で考えるのではなく、三

沢線の検討を契機に、交通網整備の観点か

ら、北海道・東北連携を図るのも一案だろう

とのくだり文がありました。

新聞社の論説ではありますが、かつて盛ん

であった東北、北海道の結びつきを、東日本

大震災を契機に見直そうという視点が論調の

背景にもあるようです。

そこで、行政も時にはこのような大きな視

点に立ち、政策を決定してもよいのではない

かと思います。行政経営とは、いつでもそろ

ばん勘定を優先させるというものではないと

思います。人々の希望とか生活実感の満足の

ために、時にはリスクを負うのもあっていい

のではないかと思います。

今回の北海道側からの申し入れは、これま

で悲願であった空港の活性化、とりわけ路線

の充実を現実のものとする好機であります。

さまざまな不安材料があるとは、新聞報道、

さらに関係者からの聞き取りでは承知してお

りますが、これらを乗り越えて、種市市長が

開設を歓迎する意思を表明し、できる限りの

支援をすると述べております。この申し入れ

は絶好の機会であると思います。

ＨＡＣの財政基盤の弱さなどを懸念する声

もありますが、この好機を逃すことなく、現

実のものとすることが三沢市民の望みであ

り、また、市の活性化に資するものと考えま

すが、市ではどのように考えられておられる

のか。三沢－札幌丘珠線について、次の６点

についてお伺いいたします。

１点目、これまでどのような三沢－札幌丘

珠線の開設要望活動を展開してきたのか。

２点目、あずさ監査法人が三沢空港への就

航を提案してから本日までの北海道エアシス

テムの動きと北海道庁の動きはどのようなも

のであったのか。

３点目、今後、路線開設の申請をするま

で、どのような手順を必要とするのか。

４点目、三沢市では、路線開設及び開設後

の路線維持についてどのような支援をするの

か。

５点目、三沢飛行場内施設の共同使用に関

し、米軍の許可が得られる見込みはあるの

か。

６点目、三沢市として、札幌便の需要をど

のように見込んでいるのか。

以上の６点について、どのように考えてお

られるのか、お伺いいたします。

以上で、私の質問を終わります。よろしく

お願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの２番髙橋

武志議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの髙橋議員さん御質問の札幌線開

設問題のうち、開設の要望活動と三沢市の支

援については私から、その他につきましては

政策財政部長からお答えをいたしますので、

御了承願いたいと思います。

はじめに、三沢－札幌丘珠線の開設に対し

まして、これまでどのような要望活動を行っ

てきたのかという御質問についてであります

が、当市が事務局を務める三沢空港振興会で

は、札幌丘珠空港ビル株式会社と共同により

まして、三沢市制施行５０周年及び札幌丘珠

空港ターミナルビルの利用客数６００万人達

成を記念いたしまして、北海道エアシステム

による三沢空港、札幌丘珠空港とのチャー

ター便事業を平成２０年１１月にはじめて実

施いたしました。

それ以降、当市では、三沢－札幌間の路線
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復活のため、本年４月まで計４回のチャー

ター便事業を実施し、将来における丘珠空港

との路線開設を視野に入れた運航実績を積む

とともに、株式会社北海道エアシステム、北

海道、札幌市、札幌商工会議所など関係機関

からの情報収集活動等を行ってまいったわけ

であります。

平成２１年２月には、私自身が札幌市長、

札幌商工会議所会頭等を直接訪問し、将来の

定期便化に対する地元の思いを伝えるととも

に、チャーター便の継続実施等について、お

願いをしてまいったところであります。

北海道側の関係者からは、北海道エアシス

テムはもともと道内における航空ネットワー

クの維持あるいは確保を使命とする航空会社

であることに加え、平成２３年には、日本航

空の経営再建のために、出資比率の引き下げ

により日本航空グループを離脱するなど、同

社を取り巻くさまざまな事情により、道外の

路線開設は困難であるとされてきたところで

あります。

しかしながら、その後、欠航便の増加等に

よる利用者離れにより、同社の経営が相当厳

しくなったことから、北海道エアシステムで

は、経営改革案にかかわる北海道庁及び北海

道議会での議論を踏まえ、採算が見込まれる

三沢－札幌丘珠線の路線開設を含む新たな事

業計画を本年７月に決定したところでありま

す。

このような中で、去る８月１７日には、同

社の田村新社長が、また、８月２８日には、

同社筆頭株主であります北海道の高橋知事が

相次いで当市を訪問され、三沢－札幌丘珠線

の路線開設に向けた協力要請がなされたとこ

ろであり、それに対して、当市としても全面

的に協力したい旨、回答を申し上げたところ

であります。

次に、当市では、路線開設後の路線維持に

対してどのような支援をするのかという御質

問についてでありますが、三沢空港における

新規航空会社の就航に当たっては、日米合同

委員会の承認に基づく米軍の許可が必要でご

ざいます。このために、当市といたしまして

は、北海道エアシステムによる三沢－札幌丘

珠線開設の申請が確実に許可されるよう、米

軍や国などの関係機関に対する要請を、今

後、行ってまいりたい、このように考えてお

ります。

また、北海道エアシステムでは、路線の開

設に当たっては需要の確認が必要であるとし

ておりますことから、今後、同社が計画して

いるチャーター便の運航その他の需要調査の

実施に対しましても、全面的に協力をしてま

いりたいと考えております。

さらに、路線が開設された暁には、青森県

及び関係団体との連携を図りながら、広報・

ＰＲ活動や旅行商品の企画造成に対する支援

など、利用促進の面においても協力しまいり

たい、このように考えております。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 北海道エ

アシステムによる三沢－札幌丘珠線開設に関

する御質問、６項目のうち、残りの４項目に

ついてお答え申し上げます。

はじめに、御質問の第２点目、あずさ監査

法人による三沢空港就航提案後の北海道エア

システム及び北海道庁の動きについてお答え

申し上げます。

先ほど市長の答弁でもございましたよう

に、利用者離れ等により、北海道エアシステ

ムの経営が相当厳しくなったことから、北海

道では、本年４月、あずさ監査法人に対し

て、同社の事業計画の見直し業務を委託いた

しました。

同監査法人は、本年５月１１日に北海道へ

報告書を提出し、採算が見込まれる三沢－札

幌丘珠線の新規就航を含む五つの経営シミュ

レーションを示したところでございます。

北海道では、この報告書を受け、副知事を

トップとし、関係部局長、学識経験者をメン

バーとする株式会社北海道エアシステム経営

検討委員会を設置し、同社の経営改革の方向

性について検討いたしました。
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この検討においては、民間航空会社として

の事業性と離島航路をはじめとする道内航空

路線の維持など、公共性をどう両立させるか

が大きな論点でございましたが、委員会とし

ては、三沢－札幌丘珠線新設の検討を織り込

んだ経営改革案を本年６月に取りまとめたと

ころであります。

これを受け、北海道エアシステムでは、三

沢－札幌丘珠線の開設を含む事業計画案を作

成するとともに、北海道では、同社に対する

総額３億１,５００万円の財政支援を含む平

成２４年度一般会計補正予算案を平成２４年

第２回北海道議会定例会へ上程し、全会一致

で可決されたところでございます。

その後、北海道エアシステムは、去る７月

３１日に臨時株主総会と取締役会を開き、前

日本航空監査役の田村氏を新社長に選出する

とともに、三沢－札幌丘珠線の路線開設を平

成２５年７月に目標設定するなどの新たな事

業計画を正式に決定したところでございま

す。

次に、御質問の３点目、路線開設申請まで

の今後の手順についてでございますが、北海

道エアシステムでは、三沢－札幌丘珠線の開

設に当たっては、需要の精緻な確認が必要で

あるとしております。

今後、１１月ごろにチャーター便を運航す

るとともに、企業を対象としたアンケート調

査などを実施する計画としております。同社

においては、その調査結果をもとに、路線開

設申請をするか否かの最終決定をすることに

なるものと聞いてございます。

次に、御質問の５点目、米軍の許可の見込

みについてでございますが、本年２月２２日

に開催された日米連絡協議会において、当市

から新規航空会社による定期便就航やチャー

ター便の就航誘致について、米軍当局の理解

と協力を求めたところ、当時の米軍三沢基地

ラスティーン司令官からは、日米間の協定に

規定されている現状７往復の範囲内であれ

ば、さまざまな支援は可能であり、また、三

沢空港の乗り入れに関しても、日本航空１社

に限定するものではないとの回答を得ている

ところでございます。

また、在日米軍においても、北海道エアシ

ステムによる三沢－札幌丘珠線の開設につい

ては、現時点においては特段の支障はない旨

の見解であることを、米軍三沢基地飛行管理

課の担当者から確認しております。

以上のことから、当市といたしましては、

米軍の許可についてはなされるものと考えて

おります。

次に、御質問の６点目、札幌丘珠線の需要

の見込みについてでございますが、日本航空

による運休前の時点で、三沢－新千歳線は年

間３万８,０００人、１便当たり５２人の利

用実績がございました。

また、昨年度、三沢空港振興会が県南・下

北地域の民間事業所を対象にアンケート調査

を実施した結果、北海道へは年間６万８,０

００人の潜在需要があるとの試算が示された

ところでございます。

北海道エアシステムが運航する機材の座席

は３６席でありますことから、過去の利用実

績やアンケート調査結果を踏まえましても、

供給を上回る需要が確実にあるものと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ２番。

○２番（髙橋武志君） 再質問をさせていた

だきます。

市長はじめ執行部の御答弁、大変ありがと

うございました。

いろいろ６項目の答弁をいただきましたけ

れども、４番の中の、路線維持のために支援

をしていくというところでありますけれど

も、市民の皆さん方がこの路線を大変期待し

て、希望しているところでございます。

ただ、気になるのが、市民の皆さん方が運

賃と、航空運賃が一番気になるところではな

いかなと、そういうふうに思っております。

青森から千歳まで、今、航空が２万円です

か、八戸から札幌まで約５６０キロ、電車で

はあるのですけれども、これが運賃でいくと
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１万５,０００円、大体航空の運賃にする

と、それ相当の運航体制になるのかなと、か

ように思いますけれども。

今までは、遠くに行く分には高い運賃を

払ってもいいのだというような考えがあった

のですけれども、ここ去年あたりから空の改

革ということで、東京－札幌６,０００円と

か、中国から東京まで３,０００円とか、そ

ういうかけ離れた運賃体制も出てきているわ

けでございます。

市民の皆さん方が、札幌は近い、函館は近

い。ただ、行くには、イメージ的には遠いと

いうイメージは持っていると思うのです。だ

から、運賃に対する、北海道エアシステムを

我々も支えていかなければならない、そして

維持していかなければならないとなった場合

に、運賃に対する振興政策というのですか、

それを促進していくというような運賃体系の

施策というものは、市長はどのように考えて

いるのか。市長でなくても、執行部の方々で

も。

運賃が高ければ、このくらいは促進として

補助しても、北海道エアシステムは維持して

いきたい。そのためには、経済も発展するし

という反面もあると思うのですけれども。今

の段階では、ちょっと北海道エアシステムの

ほうから、飛ぶか飛ばないか、運賃がどうな

るか、その辺はまだないと思いますけれど

も、ただ、心の準備というのですか、そのよ

うな要望みたいなものがあれば、差し支えな

い程度で、執行部のほうからお願いできれば

と思います。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 運賃に関

する御質問でございますが、北海道エアシス

テムによりますと、運賃については、まだ具

体的には検討していないということでござい

ます。

ただ、事務的な話し合いの中では、青森－

千歳線の料金を参考に、今後検討されるだろ

うということの感触を得てございます。

市のほうでのさまざまな支えることについ

ては、現在、鋭意検討中であります。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、２番髙橋武

志議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１１番西村盛男議員の登壇を願います。

○１１番（西村盛男君） おはようございま

す。

拓心会の西村盛男でございます。

早速ではございますが、通告に従いまして

一般質問をさせていただきます。

まず１件目は、基地問題についてでありま

す。

先般、マスコミ報道等にもございましたと

おり、７月２２日１１時３０分ごろ、根室沖

において米空軍Ｆ－１６戦闘機墜落事故が発

生いたしました。

この事故は、戦闘機の墜落場所が海上で

あったため、地元住民及び家屋等への被害が

なかったことや、事故を起こしたパイロット

も大事に至らず、無事救助された点につきま

しては、不幸中の幸いであったと言えます

が、これがもし陸上で発生したことを想像し

ますと、日々戦闘機が飛び交う当市において

生活を送る我々地元住民に対し、大きな不安

を与える重大な事故であったことには間違い

ありません。

申し上げるまでもなく、これまで当市は、

長きにわたり、基地との共存共栄、これを基

本的なスタンスとし、基地とともに歩み、発

展を遂げてきた歴史を持つまちであります。

この背景には、基地の所在、運用に起因す

る諸問題に対し全力で向き合ってこられた先

人たちの努力と、今このまちで生活をする

我々住民にも、国防の重要性を認識しながら

基地の安定運用に理解を示し、協力してきた

との自負があるのであります。

こういった流れの中において、現在では、

日米間の友好を深める各種イベントが継続的

に実施されていることや、一方、昨年発生し

た３・１１東日本大震災時におきましては、

米軍から三沢漁港周辺の瓦れき撤去等の支援

をいただくなど、基地の所在する自治体の中
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において、これほどにも良好な関係を保って

きたまち、これはほかに例を見ないと言って

も過言ではないと思います。

しかしながら、今回このような墜落事故が

発生してしまったことは、これまでの住民の

努力を無駄にするものであるとともに、今ま

で築き上げてきた当市と米軍間の信頼関係を

も大きく失うものであり、まことに遺憾であ

ります。

今後、米軍においては、事故の検証、報

告、それはもちろんのこと、今回のような事

故等が二度とないよう、しっかりとした再発

防止のための安全管理体制を早急に確立する

ことをはじめとして、誠意ある対応をとって

いただかなくてはなりません。

また、市におきましても、さまざまな場

面、局面において、持ちつ持たれつという側

面はあることとは思いますが、友好的関係に

ある米軍に対しても、言うべきことはしっか

りと言っていただきたい。ぜひとも毅然とし

た態度で向き合い、我々住民の不安を払拭し

ていただくためにも、さらなる努力を求めた

いと考えるところであります。

そこで、質問の１点目でありますが、この

たびの事故発生後の７月２６日、市は、アラ

スカでの訓練参加に限って、一部飛行を容認

し、８日後の７月３０日には、飛行再開を全

面的に容認しましたが、この短期間のうちに

十分な事故に関する調査がなされたのか。ま

た、米軍の最終的な事故検証結果につきまし

ては、早急に報告されることが望ましいと考

えますが、それは今後、いつ、どのように公

開される予定なのか、お伺いいたします。

２点目でありますが、事故発生時の市、米

軍間等の連携体制は十分に機能していたの

か、問題はなかったのか、お伺いいたしたい

と思います。

３点目は、事故発生直後のマスコミに対す

るコメントで、市長は、墜落ではなく、着水

との表現を用いたと聞いておりますが、どの

ような意図、背景があってのものなのか、お

伺いいたします。

次に、２件目、教育問題についてでありま

す。

改めて申し上げるまでもなく、地域の宝で

ある子供たちが心身ともに健やかに、伸び伸

びと、そして、将来に夢と希望を持ちながら

成長していってほしいということは、地域を

問わず万民の願いであります。

しかしながら、現代社会において、子供た

ちを取り巻く環境はすさまじいスピードで変

化をしており、そこに存在する諸問題の多様

化・複雑化してきている流れの中において、

いじめ問題も例外ではありません。

いじめに起因する問題は多種多様であり、

いじめを受けた生徒が不登校、うつになって

しまうケースや、その後、社会に適応できず

に、ひきこもり、ニートとなってしまうケー

ス、そして、自殺の引き金となってしまう

ケース等々があり、子供たちのその後の人生

に多大な悪影響を及ぼす危険性のある極めて

重大な問題だと言えます。

そのような中、平成２３年１０月１１日に

滋賀県大津市において発生しました、いじめ

を受けていた生徒の自殺問題がマスコミ報道

等で取り上げられ、多くの国民がショックを

受けたことは記憶に新しいところでありま

す。

あるデータを見ますと、平成２２年度の児

童・生徒の自殺の状況は１５６件、この中

で、いじめが原因とされるケースは割合とし

て少ないながらも、原因不明とされているも

のが約半数もあることから、大津市で起こっ

たような深刻ないじめ問題は氷山の一角であ

ることは間違いなく、そして、その原因は根

深く、さまざまな背景が絡み合ったものが

多々あるため、発見及び解決が非常に難しい

ものであると言われております。

また、文部科学省の調査によりますと、小

学校から高校までの児童・生徒におけるいじ

めの認知件数は７万８,０００件、年間であ

ります。この数字だけを見ても、非常に大き

いものという印象を受けるわけであります

が、この認知件数のほかにも、自分も標的に
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されたら嫌だから言わないでおこう、親に迷

惑がかかるから相談するのをやめようなど、

いじめられている子供またはいじめられてい

る友達の存在を知っているにもかかわらず、

教師や親へ相談しないケースも少なくないこ

とから、数値にあらわれない部分も相当数あ

るのではないかと考えられるところでありま

す。

つまりは、この声なき声をいかに我々大人

が酌み取れるかが非常に重要な課題となって

いると言えます。

いじめは、だれにでも、どこにでも起きる

ものであることから、当市におきましても、

決して他市の問題としてとらえることなく、

小さないじめの芽を摘む継続的な努力、それ

も学校だけではなく、市、地域、家庭等が一

体となって、相互の信頼関係、連携体制を構

築できる環境づくりが必要であります。

深刻な問題が起きたときに、責任のなすり

つけ合い、互いに批判をするだけでは何ら解

決につながりません。今やるべきことは、地

域の力、我々大人の力をもってして、この難

解な問題から逃げることなく、しっかりと向

き合うことであります。

だれにも言えず孤独な中、苦しんでいる子

供を一人でも少なくするために、また、大津

市で起こったような悲劇が繰り返されないた

めに、そして、地域の宝である子供たちが心

身ともに健やかに、伸び伸びと将来に夢と希

望を持ちながら成長できる地域であるため

に、当市におけるいじめの問題に対する取り

組みにつきましても、さらなる尽力をお願い

いたしたく、次の２点に関しまして質問させ

ていただきます。

まず、子供たちを取り巻くいじめ問題につ

いて、当市の現状をどうとらえ、どのような

方針のもと取り組まれているのか、伺いま

す。

また、深刻ないじめ問題が発生した場合、

市としてはどのような体制のもとで、原因究

明及び再発防止策を講じるのか、それぞれ伺

います。

以上で、質問を終わります。御答弁のほど

をよろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの１１番西

村盛男議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの西村議員

さん御質問の基地問題のうち、Ｆ－１６戦闘

機の事故にかかわる事故調査と検証結果の公

開については私から、その他につきましては

副市長及び政策財政部長からお答えをさせま

すので、御了承願いたいと思います。

７月２２日に発生した米空軍Ｆ－１６戦闘

機の事故に対する調査につきましては、事故

発生直後から、三沢基地のメンバーによる事

故調査を開始し、事故後４日間の間に整備、

点検を含め、延べ２万８,０００時間を費や

したとの説明を米軍から受けております。

具体的には、機体の整備、点検に関しまし

ては、事故後７２時間以内に全整備員によっ

て、Ｆ－１６全機について、１,０００ペー

ジ以上ある調査項目や整備記録に基づき、１

００以上もあるパーツをすべて点検したほ

か、各機からオイル、燃料、油脂類のサンプ

ルを採取し、調査したとのことであります。

また、Ｆ－１６以外の燃料車や牽引車両など

地上での支援にかかわるさまざま機具・機材

についても、ふぐあいがないかをあわせて点

検したとのことであります。

人的な面に関しましては、今回の飛行にか

かわったパイロットや整備員はもとより、直

接かかわっていないものの、飛行運営に関す

る隊員一人一人からの聴取を行い、当時飛行

していた僚機パイロットからは、事故当時の

状況などを、整備員からは、それぞれの役割

の再確認と事故に関する意見などを聞き取っ

たとのことであります。

また、飛行記録に関しましては、飛行機の

離陸前のデータや過去の飛行計器記録などの

再確認を行ったとのことであり、これら調

査・点検の結果として、今後の訓練への安全

性が確認されたとの報告を受けたところであ
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ります。

なお、事故原因につきましては、現在、太

平洋空軍から派遣された正式な調査団により

引き続き調査が行われるとのことであり、最

終的な事故検証結果につきましては、米軍側

によりますと、安全調査委員会での調査が３

０日間、その後に組織される事故調査委員会

での調査が３０日間実施された後、報告書を

まとめられ、上級機関に提出することとなっ

ております。

公表されるまでには、各種手続を経て文書

などが作成されるという手順であることや、

過去の例などから見て、事故後、少なくとも

４カ月はかかるものと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 基地問題の第２点

目についてお答えをいたします。

米軍三沢基地所属航空機による事故発生時

の連絡体制につきましては、通常、米軍から

防衛省の出先機関であります三沢防衛事務所

を通じて三沢市へ情報が入ることになってお

ります。

７月２２日の事故発生時は、結果として

は、三沢防衛事務所を通じて米軍からの情報

が入ったものの、これよりも先に三沢警察署

から市へ一報が入ったというものでありま

す。

今回の事故において、情報が錯綜したこと

を踏まえ、市といたしましては、米軍側に速

やかな情報提供を申し入れたほか、情報の集

約機関である三沢防衛事務所に対し、関係機

関との連絡体制の強化、連絡経路の再確認等

をお願いしたところであります。

特に、休日に事故等不測の事態が発生した

場合にも、通常時同様、連絡の遅滞等がない

よう体制強化に努めてまいりたいと考えてお

ります。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 基地問題

の３点目についてお答え申し上げます。

７月２２日のＦ－１６戦闘機による事故発

生後、米軍第３５戦闘航空団報道部は、米空

軍のＦ－１６戦闘機が、本日午前１１時３０

分ごろ、北海道北東約２５０マイルに着水し

た。当該機は第３５戦闘航空団所属であっ

た。当該機にはパイロット１名が搭乗してい

た。現在、パイロットの救出に向け努力を進

めていると報道発表いたしました。

市といたしましては、この米軍側の発表を

受け、基地対策特別委員会などで事故説明を

行い、その際に、米軍側が発表した内容のと

おり、墜落ではなく、着水という文言を使用

いたしました。

その後、再度この文言について米軍側に確

認したところ、事故調査委員会からいずれ正

式発表がなされるものであるとした上で、機

体が制御不能に陥り、周囲の安全を確保する

余裕もない状態で落ちた場合は墜落・クラッ

シュを使用するが、今回は着水場所の安全を

確保できる状態であったことから、着水とし

たとの見解を得たところでございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題のいじめ

問題について、１点目、２点目、関連があり

ますので、あわせてお答えいたします。

学校は、児童・生徒にとって安心・安全な

場であること、そして、楽しく学び、生き生

きと活動できる場であることが大切です。

そのような学びの場で、将来ある若い命

が、いじめを起因として失われたことは、大

変痛々しくとらえています。

当市においては、いじめ問題に関する教育

指導のあり方としては、いじめは人間として

絶対に許されない行為ととらえています。

また、いじめる児童・生徒に対しては、毅

然とした指導が必要であり、いじめられてい

る児童・生徒については、学校が徹底して守

り通すということを基本としています。

三沢市内の小中学校のいじめの現状につい

ては、平成２１年度は小学校１０件、中学校

２２件、平成２２年度は小学校６件、中学校

２７件、平成２３年度は小学校６件、中学校

２２件、平成２４年度は、７月末現在で小学
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校３件、中学校１７件となっています。

いじめ問題の対応としては、過年度も含

め、各小中学校で事実確認が正確になされ、

当人同士の和解や保護者の協力のもと、教師

等が責任を持ち、解決を図っています。

当市教育委員会では、年度はじめに、学校

教育指導の方針と重点において、全小中学校

の校長をはじめ全教職員に、教育委員会作成

のいじめ対応マニュアルを周知徹底していま

す。

また、毎月、いじめについての調査回答用

紙の提出を義務づけるとともに、校長会にお

いて、各校の生徒指導状況について、私、教

育長、教育総務課長、学校教育課長を交え

て、詳細に情報確認を行い、早期発見・早期

対応に努めています。

学校における危機管理については、いわゆ

るリスクマネジメント、つまり、起因要因を

見逃さない防止策として、命の保障を第一と

し、気になったら動く、気づいたらでは遅い

という危機意識を持つこと。次に、学級担任

等が一人で抱え込むことなく、校長に直ちに

連絡し、学校全体で保護者の協力のもと、組

織的に対応することとしています。

また、事案によっては、学校のみで解決す

ることに固執することなく、速やかに教育委

員会に連絡、相談し、関係者全員で取り組む

ことを基本理念としています。

特に、日々の対応としては、いじめられて

いる児童・生徒が見せるＳＯＳサインを学校

並びに家庭が絶対に見過ごしてはいけないと

いう取り組みが大切であります。

次に、重大な危機を迎えるような局面が生

じる背景には、より多くの複雑な要因が強固

に絡み合っている場合があると思われます。

そのような場合においても、いじめられてい

る児童・生徒、あるいはいじめている児童・

生徒の両者とも、児童・生徒の実態、保護者

の考え方、地域の実情等を踏まえ、個に応じ

た生徒指導が必要になります。

より適切な対応をとるようにするために

は、正しい見立て・アセスメント、解決に向

けた手だて・プランニングが何よりも大切に

なります。そこにおいては、校長を含む当該

教職員のほかに、その事案に応じたスクール

カウンセラー、スクールソーシャルワー

カー、福祉関係者、教育相談員等各分野の専

門家の支援が必要になると考えています。

そこで、当市教育委員会では、各学校での

対応が困難と思われるような事案に対して

は、校長の要請に応じて、当該教職員と各分

野の関係者で構成するスクールケース会議を

開催して対応しています。

また、さらには警察署、児童相談所、家庭

裁判所、医療機関等の支援を受けるケースも

あります。

今後は、特に司法的な観点からも、弁護士

の参加も視野に入れる必要を強く感じていま

す。

いじめ問題には、すぐれた事後の対応より

も、危機を未然に防ぐことが最も大切であり

ます。当市教育委員会では、いじめの問題解

決のために、日常の中に潜在する危機要因を

注意深く見詰める目を学校、家庭で養いなが

ら、関係機関及び団体と適切な連携、協力を

図り、いじめ問題の取り組みを強化してまい

る所存であります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） １１番。

○１１番（西村盛男君） では、再質問させ

ていただきたいと思います。

まず、基地問題なのですけれども、先ほど

御答弁の中に、墜落ではなく着水と、米軍の

報道を受けての発言だったということでし

た。

聞いたところによると、その後の抗議文と

か、そういうものでは墜落という文言を使っ

ておられると思うのですが、やはり私の感覚

的な問題かもしれないですけれども、あれは

落ちたと思います。墜落だと私は思っていま

して、やはり米軍が公的な文書で出しても、

三沢からしたら、これは墜落だよと、そうい

うしっかりとしたスタンスというか、考えを

持っての発言をしていただきたいと思うし、
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着水だと、何か軽んじて、危険な事故をそう

いうふうに受け取ると見られても、これはし

ようがないのではないかという部分もありま

すので、そういうところに関しては、１回目

の発言、着水という文言を使ったところにお

いても、しっかりとした、毅然とした姿勢

で、こういった事故の際には、しっかりとし

た姿勢で米軍と向き合っていただきたいと思

います。

そういった中で、事故後、調査を延べ２万

８,０００時間とか、長い時間と、そしてた

くさんの人員を使って米軍は調査したと。米

軍は、それだけやったよという姿勢を見せ

て、三沢市も容認をしたという流れになって

いると思うのですけれども、実際にその内容

として、調査した結果の報告とか、その間、

何回役所にあちらが出向いてきて、手元に資

料があれば、どういう内容を実際にお話しさ

れて報告されたのか、細かい部分なのですけ

れども、そこをちょっと聞きたいと思いま

す。

２点目ですけれども、教育問題についてで

す。

いじめ問題は、特効薬というものは本当に

ない。私見ではありますけれども、ゼロにな

ることは、これはないと私は思っていまし

て、それに足して、また最近は、私の世代も

そうだと思うのですけれども、一昔前と比べ

ると、子供というか、私も含め、その世代は

気持ち的にも身体的にも弱くなっている面が

あると思うのです。

しかし、その時代が、子供のそういうもの

が変わっていっている中においても、それに

即した体制づくりはきちんと、市としても学

校としてもやっていかなければいけない、私

はそう思っています。

けさの新聞報道にもあったのですけれど

も、東奥日報ですか、文科省がこれから２０

０の地域に専門的な知識を持った組織を全額

負担のもと配置し、それで、子供たちの相談

とかケアに、支援に充てるのだという報道が

なされていまして、国もこれは本格的に、さ

らにパワーアップさせたいじめ対策を推し進

めていこうということだと思うのですけれど

も、市においても、先ほど教育長のほうから

ありましたスクールケース会議の中に、司法

的な役割を担える弁護士さんですか、そう

いったものを入れていきたいという御発言も

ありました。

体制をしっかりと立てて、子供たちに親身

になって、どんなケースにも対応できるよう

に、そういった体制づくりをしていただきた

いと思います。

先ほど教育長のほうからあった司法的な立

場、弁護士さんを入れていく。ぜひとも実現

に向けて努力いただきたいと思います。その

現状は今どうなっているのか、お伺いしたい

と思います。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） Ｆ－１６

に関する再質問で、飛行再開を容認するま

で、米軍による説明は何回あったのか、その

内容はどのようなものであったかということ

でございますが、事故後、米軍から事故報告

や調査方法、調査内容については、６回にわ

たり説明がございました。

第１回目は、７月２４日午後３時、ウイ

マー副司令官が市長に対し、事故報告と謝罪

をいたしております。

２回目は、７月２５日１６時４５分、リー

報道部長が副市長に対し、事故の説明をして

ございます。

３回目は、７月２６日９時半、リー報道部

長が副市長に対して、事故説明後の変化の

あった状況説明をしてございます。

４回目は、７月２６日、ウイマー副司令官

が市長に対し、事故後の対応策を説明してご

ざいます。

５回目は、７月２６日１３時３０分、ウイ

マー副司令官とシャイニー・フェルト大佐

――現地の調査団長でございます――が市長

に対しまして、現地調査状況と結果の説明を

してございます。
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６回目は、７月３０日１１時３０分、ウイ

マー副司令官が市長に対しまして、事故機パ

イロットからの聞き取った内容を加味した調

査結果を報告しております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題の再質問

にお答えします。

現実的には、本県においては教育問題に精

通する弁護士が数少ない現状でございます。

ですが、これらの状況も踏まえて、ケースに

応じた参加については、委員会としては模索

してまいる所存でございます。ケース会議に

向けての弁護士の参加については、模索して

まいる所存でございます。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、１１番西村

盛男議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

７番鈴木重正議員の登壇を願います。

○７番（鈴木重正君） 拓心会の鈴木重正で

す。通告に従いまして、はじめに市長の政治

姿勢についてお伺いいたします。

我が国は、少子高齢化が進展し、人口減少

時代へと向かっておりますが、当市も例外で

はなく、市の統計資料によりますと、平成１

７年と平成２２年の国勢調査による比較で

は、平成１７年の当市の総人口４万２,４２

５人、これが５年後の平成２２年には４万

１,２５８人となり、１,１６７人の減、率で

いいますと２.８％の減となっており、年齢

別の分布で見てみますと、１４歳以下の年少

人口が８６８人の減、マイナス１１.８％、

１５歳から６４歳までの生産年齢人口が１,

１８２人の減、マイナス４.３％、逆に、６

５歳以上の老年人口は６８９人の増、プラス

９.０％、総人口に対する構成比は２０.３％

となっております。

また、厚生労働省に設置された政策研究機

関である国立社会保障人口問題研究所の日本

の市区町村別将来推計人口、平成２０年１２

月推計によれば、当市の将来人口と老年人口

割合は、２０１５年・平成２７年には、人口

４万１,０７７人、老年人口割合２２.９％、

その２０年後の２０３５年・平成４７年に

は、人口３万５,８５６人、老年人口割合は

３０.５％になると推計されております。

そして、三沢市総合振興計画後期基本計画

策定のための目標年における将来指標値の検

討によれば、総合振興計画最終年となる平成

２９年における三沢市の総人口等の将来指標

値を参考までに検討したところ、今から５年

後の平成２９年には、人口３万９,０００

人、老年人口割合２４.６％との数値が示さ

れております。

いずれにいたしましても、少子高齢化、人

口減少は、まちづくりを進めていくに当たっ

て、例えば労働力の減少、税収の減、地域経

済の低迷・衰退、社会保障費の増大、技術や

伝統・文化の継承困難化、子供の減少による

小中学校の統廃合、地域におけるコミュニ

ティーの核となる町内会活動への支障などな

ど、将来構想や講ずるべき施策等に大きな影

響を及ぼすものであります。

また、人口が右肩上がりで増加していると

か、人口が安定している状況下とは異なり、

確実に人口減少が進んでいく中では、あれも

これも総花的に施策等を展開していくことに

は無理が生じてくると考えられ、あれか、こ

れか、地域の実情を踏まえた特色ある施策等

の選択と集中がより求められてくるものと思

います。

そういったことからも、市の人口とその分

布の変化、すなわち人口総数と、その中身で

ある年少人口、生産年齢人口、老年人口と

いった年齢別の人口構成の変化と、まちづく

りに及ぼす影響を常に意識しておく必要があ

ります。

その上で、現実的な将来推計人口と、そし

て、夢を語る将来目標人口を持ち、現実的な

将来推計人口により、身の丈に合った事業投

資、都市基盤整備などを図っていくととも

に、夢を語る将来目標人口の実現に向けて、

人口の自然動態、社会動態の増加促進、減少
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抑制に係る施策など、政策的な人口の上積み

に力を尽くしていくことが肝要ではないかと

思っております。

当市においても、少子高齢化、人口減少が

確実に進んでいく中、魅力ある、活力ある三

沢市をつくっていくためには、まちづくりの

リーダーである市長が、このまちの将来的な

人口及びその分布についてしっかりとした目

標を持ち、その目標達成に向けて、中長期的

な視点に立ち、地域の実情を踏まえた特色あ

る施策等を講じていくことが大切であると考

えるところであります。

そこで、市長は、三沢市のまちづくりを進

めていくに当たって、当市の将来的な人口及

びその分布について、いかなる目標を持って

おられるのか、お伺いをするものでありま

す。

２点目として、市長は、みずからが持つ将

来目標人口、その目標達成に向けて、総合振

興計画後期基本計画となる次なる５年間、あ

れもこれもではなく、あれか、これかという

ことで、特にどのようなことに力を注いでい

く考えか、お伺いいたします。

次に、経済問題についてであります。

若者が少ない、若者に元気がない、そのよ

うなまちに明るい未来への希望を抱くことが

できるでしょうか。そうならないためにも、

若者が元気に暮らしていけるまち、若者が自

立し、頑張っていけるまちづくりを進めてい

く必要があり、そのためには、何といっても

若者が安定して働ける場、雇用の維持・創出

が重要であると考えるところであります。

そのとるべき手法は多様であり、三沢市に

おいても企業誘致や起業化の支援――この場

合の起業化は、業を起こす起業化の支援――

農業、漁業や商業に対する振興策など、さま

ざまなことに取り組んできておられます。

農業、漁業が元気でなければならないとい

うことはもちろんのこと、私は特に、地域経

済振興の中心的役割を担う地元で既に頑張っ

ている事業者、そして、これから頑張ろうと

している事業者の健全な成長・育成を図り、

地元における雇用を維持・創出していくとい

うことが肝要であると考えるところでありま

して、ひいては、人口減少が進むなど地域経

済の低迷・衰退が懸念される中、行政、地元

事業者、住民等がそれぞれの担うべき役割を

果たし、ともに育ち、ともに歩み、考える、

一体となったまちづくりが進められていくこ

とを期待するものであります。

このようなことを踏まえ、今回は、地元事

業者の健全な成長・育成、地域経済振興とし

ての施策として、三沢市が行う工事の発注、

物品、役務の調達等、いわゆる公共調達に関

して質問するものであります。

人口４万人余りの三沢市にとって、市が行

う工事の発注、物品、役務の調達等は、道路

をつくるとか、物品を取得するなどという本

来の目的のほかに、地元事業者が受注するこ

と、さらには、発注時期を勘案した発注計画

や合理的な範囲での分割発注、迅速な代金支

払いなどの措置を講ずることにより、地元経

済の活性化や地域社会に貢献できる事業者育

成、地元雇用の維持・創出、また、税源の涵

養を図るためにも、重要な役割を果たすもの

であると考えるところであります。

地域経済振興の施策としての地元事業者へ

の優先発注といっても、税金で賄われている

公共調達には、よいものを安く調達するとい

うことが求められており、競争性が確保さ

れ、技術や品質が一定水準以上確保されなけ

ればならないということともに、一般的に地

元事業者への優先発注の問題点として挙げら

れている価格のつり上げや、不良・不適格業

者の温存、不当な圧力や介入などに留意する

必要があるということは言うまでもないこと

であります。

また、地元事業者は、地域経済振興の中心

的役割を担っていくという自覚と責任を持

ち、経営の向上、地元雇用の維持・創出、地

域社会への貢献などに努めていかなければな

りません。

そこで、お伺いいたします。

まず、１点目として、三沢市が行う工事の
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発注、物品、役務の調達等に関して、発注者

である市は、地元事業者に対する優先発注に

ついてどのように考え、いかなる取り組みを

しておられるのでしょうか。

また、三沢市の公共調達以外でも、三沢市

内において行われる工事や物品の調達などに

ついて、地元事業者がより多くの受注機会を

確保し、受注につなげていくことは当然のこ

ととして、市は市内において、国や県、一般

の企業など三沢市以外の者が行う工事の発

注、物品、役務の調達等に関して、地元事業

者に対する優先発注について、どのような働

きかけなどを行っているのでしょうか、お伺

いするものであります。

２点目として、三沢市の公共調達のうち、

特に工事に関しては、その下請や資材調達な

ど、多種多様な事業者とかかわりがあり、地

域経済に及ぼす影響が大きいだけでなく、地

元建設業者等を支援することによって、災害

時などの緊急対応や除雪への協力など、安

心・安全な市民生活の確保にもつながってい

くものであると考えるところであります。

そこで、三沢市が行う工事の発注に関し

て、地元事業者が受注することはもちろんの

こと、その受注者は下請や資材調達など、工

事に関するすべてについて、可能な限り地元

事業者を使うべきであると考えますが、発注

者である市はどのように考え、いかなる対応

をしているのか、お伺いするものでありま

す。

以上で、私の質問を終わります。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの７番鈴木

重正議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの鈴木議員

さん御質問の政治姿勢問題については私か

ら、その他につきましては副市長からお答え

をさせますので、御了承願いたいと思いま

す。

少子化による人口減少や若者の地方離れな

ど、地方における少子高齢化や人口減少の問

題は、深刻な社会問題となっております。

我が国の人口は、議員おっしゃるように、

平成１７年をピークに減少傾向に推移してお

りまして、平成２２年の国勢調査では、平成

１７年と比較し、総人口で約０.５％の減少

となっており、同調査における青森県の状況

としましては、総人口が約３.５％の減少、

年代別の増減比では、いわゆる１５歳未満の

年少人口が１３.１％の減少、１５歳から６

４歳までの生産年齢人口が約５.６％の減

少、逆に６５歳以上の老年人口が２３.３％

の増加と、総人口の減少だけではなく、いわ

ゆる年少人口の減少と老年人口の増加が特色

となっております。

当市の状況といたしましては、総人口が約

２.８％減少し、年少人口が約１１.８％、生

産年齢人口が約４.３％の減少、老年人口が

約９％の増加となるなど、県の推移と比べる

と緩やかではありますけれども、少子高齢

化、人口減少の傾向があらわれているところ

であります。

厚生労働省の政策研究機関であります国立

社会保障人口問題研究所の調査によります

と、我が国の今後５年間の総人口は１.４％

減少するとの推計が出されており、青森県の

総人口では４％が減少し、そのうち年少人口

が１３.９％の減少、生産年齢人口が８.３％

の減少、老年人口が１１.７％増加する見込

みとなっており、地方における少子高齢化と

生産年齢人口の減少がこれまで以上に加速す

るとの推計が出されているところでありま

す。

当市では、三沢市総合振興計画後期基本計

画の策定において、これらのデータやこれま

での当市の人口の推移などを参考にし、後期

基本計画の最終年度となる平成２９年度の見

込み値を算出しておりますが、算出結果とし

ては、総人口が３万８,７００人から３万９,

５００人までのうち、年少人口が５,２００

人から５,７００人まで、生産年齢人口が２

万４,０００人から２万４,３００人まで、老

年人口が９,４００人から９,５００人までの
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範囲内で推移するものと見込んでおり、人口

減少の抑制と少子高齢化への対応は重要な政

策的課題であるととらえております。

これまでも企業誘致などによる雇用の場の

創出、あるいは学校教育環境の整備や、創造

性のある学校教育の推進、安心して生み育て

ることができるような子育て支援の充実を図

るなど、定住化に向けた各種施策に取り組ん

でまいりましたが、現在、策定作業中の後期

基本計画の重点プランに、定住化にかかわる

対応方針を掲げ、積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 御質問の第１点

目、地元事業者に対する優先発注に関する市

の考え方と、その取り組み。また、三沢市以

外の者が発注する工事、物品、役務等の調達

に関する地元事業者に対する優先発注への働

きかけについてお答えをいたします。

当市では、従来から工事、物品、役務等の

発注に関する基本姿勢は、入札契約適正化の

基本原則に基づき、競争性、公平性、透明性

を確保しながら、地元事業者の育成と雇用機

会の拡大を図ることとし、工事の施工や役務

等の遂行が可能なものについては、地元事業

者への受注機会の拡大に努めてきたところで

あります。

その取り組みといたしましては、３０万円

以下の小規模工事や修繕、物品の購入につい

ては、担当課長の決裁で発注できますことか

ら、可能な限り地元事業者への発注を促して

おります。

また、入札を伴う発注につきましても、市

への業者登録申請内容を確認しながら、可能

な限り地元事業者を優先的に選定し、競争性

を確保した上で入札を実施してきておりま

す。

次に、当市以外の公共調達や民間事業者が

発注する工事等に関する地元事業者優先の働

きかけについてでありますが、公共調達に関

しましては、毎年、市長と市議会議長の連名

により、防衛省、東北防衛局、政府・与党、

県選出国会議員に対し、国、米軍及び自衛隊

が発注する基地関連工事及び調達物資等につ

いて要望をしております。

同様に、全国市長会の組織であります防衛

施設周辺整備全国協議会においても、同様の

要望をしてきているところでございます。

また、一般企業などへの働きかけにつきま

しては、平成２２年度から、住宅の新築・リ

フォームに対して補助金を支出することによ

り、低迷している住宅関連の需要を喚起する

事業を実施して、地元事業者の受注獲得を支

援しております。

さらに、今年度においては、東日本大震災

による被災住宅の新築・修繕工事や商店街の

空き店舗リフォームについても補助対象とす

るなど、より一層の受注獲得を支援しており

ます。

しかしながら、地元事業者が多くの受注を

獲得するには、経営努力などによる企業の総

合力の強化も必要であると考えておりますこ

とから、市内の各種業界・団体からの相談や

懇談を通じて、地元事業者が抱える問題点や

ニーズの把握に努めるとともに、地域雇用創

造推進事業による人材育成や営業力強化セミ

ナーなどを開催しております。

今後におきましても、受注拡大に向けた多

角的な働きかけをしてまいりたいと考えてお

ります。

次に、第２点目の下請工事や資材調達な

ど、地元事業者の受注に関する市の考えと対

応についての質問にお答えをいたします。

市が発注する工事につきましては、地域経

済活性化の観点から、地元事業者の受注機会

の拡大に努めているところでありますが、入

札契約制度の法律や規則に基づき入札契約事

務をとり行っていることから、必ずしもすべ

ての工事において地元事業者が受注できると

は限らないのが現状であります。

また、地元事業者による下請や資材調達な

どの請負につきましても、市が発注する工事

の入札参加要件とすることに関しましては、
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独占禁止法の不法な取引制限に抵触するおそ

れがあることから、難しいと考えておりま

す。

しかしながら、市といたしましても、元請

はもちろんのこと、下請などの業につきまし

ても、市経済の活性化につながるものと考え

ておりますことから、受注した元請業者に対

し、工事の現場説明事項の中で、下請人の使

用及び資材調達に関しては、できるだけ地元

事業者を優先するようお願いをしているとこ

ろであります。

また、当市の入札制度におきましても、品

質の確保と地元事業者育成の観点から、価格

以外の要素であるさまざまな企業努力や地域

社会貢献など、総合的に評価することによっ

て受注者を決定する総合評価落札方式の実施

に向けて、段階的に準備を進めているところ

であります。

以上のように、当市の経済の活性化には、

地元事業者の安定経営、人材の育成などが不

可欠であると考えておりますことから、今後

におきましても、地元事業者の受注機会の拡

大に向けて、できる限りの支援、取り組みを

してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） ７番。

○７番（鈴木重正君） 再質問させていただ

きます。

まず、政治姿勢問題の人口目標についてで

ありますが、これは、１点確認なのですが、

先ほど市長さんの答弁で、将来的な人口及び

その分布についてということで、総合振興計

画後期基本計画の策定に当たり、いろいろと

昨今の人口の動き等々から推計したら、３万

八千何がしから３万９,０００人の間ぐらい

でというお話だったのですけれども、それ

は、私が思うに将来の推計人口ということ

で、このままいけばそのくらいの人口に、５

年後の平成２９年にはなるのではないかとい

う数字であろうかと思いました。

私がここでお聞きしたかったのは、それに

プラス、このままいけばそうなるのであろう

けれども、このままではいけないので、こう

いう施策、こういうものをやって、例えば５

年後には、そういう予測はあるものの、自分

自身の政治的な考えとしては４万人を目指し

たいのだと。その目指すべき将来の目標人口

というものは、市長は有していらっしゃるの

かということを私はお伺いをしたかったわけ

でありまして、もしあるのであれば、そこの

ところを――平成２９年ということに限定を

したわけではございません。将来的に推計さ

れている人口とは別に、政策的な人口の上積

みを図るという意味も含めまして、市長が将

来的にこの程度の人口の三沢市をつくり上げ

たいのだという数字を持っておられるのであ

れば、それを答弁していただきたいと思いま

す。

次に、公共調達、経済問題についてであり

ますが、まず１点目として、地元事業者に対

します優先発注においても、もちろん競争性

を確保し、公平・公正な契約をしていくと。

そういう中で、技術や品質等々、そういった

ものの遂行が可能なものについては、地元事

業者を優先的に発注をしているということで

ございますが、その際、そういう取り組みを

市としてした結果、例えば現状というのは、

地元事業者への発注状況というのでしょう

か、その取り組みの結果、どの程度のものが

地元事業者が受注されているのか。これは

データがあれば教えていただきたいのと、も

しあるのであれば、その結果をどのように受

けとめておられるのか。例えば、もうちょっ

と少ないとか、多いとか、それをまずお伺い

いたします。

次に、三沢市以外の国や県、そしてまた、

一般企業に対する働きかけということで、い

ろいろなことをやっておられるということは

理解いたしました。

その中で、これは確認なのですけれども、

前回、私、第２回定例会で質問させていただ

きまして、これは町内会の活性化ということ

で、その際、町内会の参加・加入ということ

で、そういうものを市内でも、例えば市内官
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公庁等の集まる場で、月曜会であるとか、企

業誘致懇談会とか、そういう場でもお願いを

しているというような御答弁がございまし

た。

私、思うのですけれども、そういう場で

も、例えば、皆さんのところで何か発注する

ものがあるのであれば、地元事業者に受注機

会をぜひ与えてやってくださいというよう

な、積極的な働きかけをぜひしていただきた

いと思うのでありますけれども、これは、し

ているのであれば構いませんが、もししてい

ないのであれば検討していただきたいと思う

のでありますが、そこに係る見解をお願いい

たします。

最後に、下請や資材調達などの工事の受注

後のお話で、これもまた、入札の契約規則等

に基づきまして、その入札参加要件等とする

のは難しいということ。これは私も理解はで

きるところでありますが、私は何を言いたい

かというと、先ほどから言っていますとお

り、地元の経済振興としての施策として私は

考えるべきではないかと、考えなければいけ

ないものではないかと思っているところであ

りまして、もちろん関係法令に触れるという

ものは望むところではございませんが。

例えば、今のお話ですと、説明会の際に要

請をしているというようなお話でありました

けれども、口頭で要請をしておられるのであ

ろうと思いますが、例えば文書できちんと、

決まった受注者には文書で要請をするですと

か、例えばその下請なり資材調達の結果を公

表するであるとか、そういった一歩踏み込ん

だ、これは契約という観点以上に、地元経済

の振興という観点から、一歩踏み込んで取り

組んでいただきたいなと思うところでありま

すが、そこについても御見解をお伺いいたし

ます。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをし

たいと思います。

まちづくりの中で、人口問題というのは基

本的なことでございまして、最重要課題であ

ります。

ただ、今の人口問題については、議員おっ

しゃるように、減少傾向にあるということは

事実でございます。特に、三沢の場合、県内

でも、どちらかというと減少には歯どめがか

かっている自治体であろうなと思っておりま

す。

ただ、私は、日常見ていますと、昼の人口

と夜の人口は、大分夜のほうが少ないのでは

ないかなというような気もしておりますが、

それは、今までさまざまな企業の誘致とか、

さまざまインフラの問題等々をやってきた中

で、ただ、そういう職場はあるけれども、住

むところは隣のほうへ行くというようなこと

があるわけでありまして、これらの問題にど

う対処するのかと。やっぱり三沢市に住みた

いというようなことの中で、いろいろそうい

う課題があるだろうと思います。

そういうことも含めて、これまでもやって

きましたし、一つには、後で別の議員から質

問があるようでありますけれども、土地の問

題等もあったようでありまして、これは、後

で申し上げますけれども、よそから土地を

買って家を建てる人も若干あるようでありま

すので、これ等も相当定住化には貢献したの

かなという気がしております。

いずれにしても、三沢のまちは基地がある

というようなことで、不特定要素がたくさん

あると思います。自衛隊の問題とか。この辺

がどう推移していくのかということも大きな

課題でございますけれども、いずれにいたし

ましても、目標値を３万９,５００人云々と

いうことはありますけれども、何としてもそ

れ以上にやるように努力してまいりたいと、

このように思っております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 工事の発注に関す

る再質問にお答えをいたします。

市が発注する地元業者への発注、受注状況

についてお答えをいたします。
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２３年度、昨年度の実績でございますが、

土木工事、建設工事、工事関係全般に関して

１９５件の受注をしておりまして、そのうち

地元事業者が受注した件数は１６４件、パー

セントにして８４％となっております。

私どものほうとしては、先ほども申し上げ

たように、できるだけ地元発注に努めている

結果、この８４％というのが私どもとしてど

う考えるかということについては、やはり私

どもが地元事業者に対する、優先的に実施し

てきた結果であろうというふうに考えており

ます。

これ以外につきましては、あと十数％につ

いては、加えて申しますと、例えば清掃セン

ターは、これは専門の業者、そこしかできな

い業者、その事業者がそこをやって、それを

修繕する、そういう特定の業者しかできない

というところが多くありまして、そういう結

果となっております。

それから、２点目の市がさまざまな場で、

地元誘致企業とか、地元業者との懇談を市長

がいろいろ持っております。その際に、今年

度においても、予定をしております、既に実

施しておりますが、その中で地元業者への受

注をお願いしたい、それから下請等に関して

もお願いをしたいということは再三申し上げ

ておりまして、そのように市長が対応してい

るところでございます。

それから、３点目のところでございます

が、下請事業者について、市以外の事業者が

元請となった場合、あるいは市の業者でも元

請となった場合に、その下請を公表できない

かというお話でございますが、これについて

は、私、今の段階で法的に精査しておりませ

んが、何とも申し上げられませんが、法的に

可能であれば、そのようなことも考えたいと

いうふうに考えております。

また、先ほど口頭で要請しているというこ

とだけれども、それは文書で要請できないの

かというようなお話でございますが、これに

ついても、それを束縛するとか、法的に問題

がないのどうか、そこは精査の上、検討した

いというふうに考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、７番鈴木重

正議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時４１分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（舩見亮悦君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（堀 光雄君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

１６番山本弥一議員の登壇を願います。

○１６番（山本弥一君） 本日の一般質問の

拓心会３番目山本弥一でございます。

きょうは、市長の政治姿勢について質問い

たします。

現代は地方の時代と言われるように、地方

の創造的な発展が競って推進されていく時代

であります。よって、地方自治が果たすべき

役割は極めて大きい。

地方公共団体が、この時代の要請にこたえ

得るか否かは、実際に行政を担当する地方公

務員諸氏が、いかに持てる能力を発揮するか

にかかっています。したがいまして、地方公

務員の資質の向上と、能力開発のための絶え

ざる努力が強く求められてきているところで

あります。

本日は、このことを踏まえ、４点質問いた

します。

まずはじめに、地方分権時代と職員の人材

確保についてお尋ねをいたします。

今、地方分権の時代を迎え、これまでの中

央政府の指示による画一的行政から、地域の

実情に沿った自主・自立の創意工夫の行政へ

転換しようとしています。地方自治体にとっ

て、まさに明治維新以来の大変革の時代と

言ってよいでありましょう。

これまでの国と地方の行政の仕組みは、中

央政府において計画・立案したものを、通達
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と指導や機関委任事務の名で一定の枠や規制

を加えて、地方公共団体に請け負わせ、そし

て、補助金を交付して地方行政に介入をし、

財源の限度額を設けるなど、地方公共団体の

自主・自立性を阻害をし、３割自治と言われ

てきているところであります。

現在、各市町村は、財政問題をはじめ、高

齢化対策や地域経済の活性化、そして、教育

政策など、さまざまな課題が山積し、どれも

地域住民に直接影響し、自治体の真価が問わ

れる重要課題を抱えております。問題は、こ

の状況にどう取り組むかであります。

企業は人なりと言われるように、本市も経

営体として企業家意識に撤しなければ、これ

らの多くの問題を解決できないことに相なり

ます。仮に、この取り組みを一歩誤れば、実

行力や活力を失い、会社の倒産と同様に、多

くの住民が犠牲と被害を強いられることにな

ります。

そこで、今、何が一番求められているか、

それは、限られた財源の中で、行政に携わる

人材を発掘し、その育成を図り、現在の厳し

い財政状況のもとで、金を余り使わずして効

率のよい仕事を進めることが求められており

ます。

本市の行政にとって、人は資源であり財産

であります。今後は、資源である人材を十分

に活用し、財産価値を高めていくことが重要

であります。なぜならば、やる気のない、そ

の日暮らしの職員が何十人いても、有能な１

人の職員に劣るからであります。

職員は、地方公務員法によって身分が保障

されています。これは、行政の安定化と持続

化を保持するためのもので、職員の個々の能

力を保障するものでありません。

したがいまして、厳正・公平な勤務評定を

実施し、やる気のない職員の格下げは、今日

の民間企業の人事管理の例から見ても当然で

あります。

人材とは、年齢や経験年数ではありませ

ん。よって、そろそろ年功序列型の昇給や昇

任を排除し、既に民間企業で実施しているよ

うに、若くても有能な人材をどしどし登用す

る人事の刷新を図ることが期待されていま

す。それによって、必ずや他の職員に刺激を

与えることになります。

反対に、やっても、やらなくても同じだと

みんなが肩を並べていると、まさに民間企業

の倒産した団体と言ってよいでありましょ

う。しかし、地方公共団体では、今も年功序

列の人事管理が横行していて、いわば閉鎖社

会を形成していて、互いに寄りかかっている

節があります。

地方公務員法第４０条によると、「任命権

者は、職員の執務について定期的に勤務成績

の評定を行い、その評定の結果に応じた措置

を講じなければならない。」と定めていると

ころであります。

これは、人事管理の基本原則であり、その

結果によって、信賞必罰の身分扱いが行われ

ることにより、職員の志気を高め、公務能率

を増進する上で最も大切なことであります。

職員の給与費は、住民の税負担で賄われて

いることから、能力主義と成績主義は職員の

基本倫理であり、理念となっております。

任命権者がこれに反し、側近人事や有力者

の推薦人事が行われるとするならば、職員の

成績主義の任用と適材適所の配置が阻害さ

れ、公務の遂行に支障を与えるばかりではな

く、職員の士気の低下につながるおそれがあ

ります。

そこで、職員の採用試験は、将来の人材確

保に重大な影響を与えることになります。人

情を絡ませて、一歩誤ると、行政に永久に損

害を与えることは明らかであります。

したがって、採用に当たっては、筆記試験

のほか、人物や性格をはじめ、教育程度や経

歴並びに適性や教養、そして、専門的知識な

どを総合的に判断し、一芸にすぐれた人材を

確保することは、本市の将来の行政事務処理

に欠かせない絶対条件であります。

地方分権時代を迎え、地方公共団体は、地

方政府にふさわしい選択と創造が期待されて

おります。それだけに、職員の政策立案能力
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の向上やアイデア、そして、職員のやる気が

問われているが、市長は、この地方分権時代

を迎え、職員の人材確保にどのように取り組

んでいく方針なのか、その所信を求めるもの

であります。

次に、２点目、職員の意識改革への取り組

みについてお伺いをいたします。

我が国の地方自治が始まってから１００年

以上も経過したと言っても、現行制度は、住

民みずからが行政の指導者を選び、議会が執

行部の執務をチェックする仕組みとなってか

ら、行政の民主化が口説かれ、住民の声が行

政に反映する仕組みとなっているところであ

りますが、しかし、新制度が始まってからわ

ずか半世紀にすぎなく、今なお明治以来の上

意下達のやり方に変化はなく、また、住民も

当然のことと受けとめ、主権者意識は薄く、

地方自治制度あって自治意識なしと形骸化し

てはいないのか。

一方、職員も多くの国の機関委任事務を抱

え、下請機関となっていても当然のことと考

え、住民を見ることなく、大きな政府を見

て、国、県の指導や支出を盾にとって、大き

な顔をしていないのか。

さらに、行政の民主化の名のもとで、多く

の審議会や委員会が、個々の具体的事項に至

るまでおぜん立てができていて、委員がこれ

をのむか否かだけで、形式化していないの

か。

地方分権時代を迎え、国から権限が移譲さ

れ、地方公共団体として多くの事務事業を処

理することが予想されます。

また、近年の地方行政は複雑・多様化の傾

向を一層強めてきております。その中で、職

員は全体の奉仕者として、職務に精励するこ

とはもとより、その職責遂行のための専門家

でもあります。よって、本市の政策立案の施

策の過程で、自分の考え方や創意工夫を何ら

かの形で反映させる義務があります。

いかに自治体の組織や権限及び財政の仕組

みを制度化し、また、改正しても、究極的に

行政運営は職員一人一人の肩にかかり、職員

の能力や姿勢、さらには、やる気にゆだねら

れております。

職員は、身分が保障され、毎年昇給し、ま

あまあ主義で安住して、研究意欲もないとす

るならば、これは当該団体に損害を与えるこ

とになります。職員の政策形成能力は、首長

の指示や、職員の提案制度及び職員の政策研

究活動など、さまざまなケースが考えられま

す。

これから、地方分権による創造の時代を迎

え、真の地方自治がよみがえろうとしている

とき、職員が十分に能力を発揮するか否かが

問われております。

市長は、本市の職員の意識改革にどのよう

に取り組みを考えて、職員の能力活用を図っ

ていくか、答弁を求めるものであります。

次に、3点目、職員の勤務評定と能率化に

ついてお尋ねをいたします。

今、行政の効率化や職員の能率化のために

は、幾多の問題が指摘されているが、その一

つに、職員定数の削減によって少数精鋭主義

に撤することもあろうが、要は職員１人当た

りの能力が上がるように、仕事のやり方を再

検討し、全体的に少ない人数をもって、より

能率を上げる配慮が常になされているかどう

かであります。同時に、この能率を向上する

ために、やる気を起こさせることが重要であ

ります。

特に、住民の先端に立って指導し、住民の

ために憂い、悲しむ気概を持って、それぞれ

の職務に専念し、前向きの姿勢で歩むことで

あります。

しかし、一部の職員の行動や取り組みを見

るとき、後ろ向きの追随型及び迎合型が見ら

れ、公僕としての意識が欠けている者が見受

けられます。これらの者の行動が全体に反映

して、職場が慢性化し、悪平等の結果を招く

ようでは、住民にとって大きな損失で、背任

行為に当たります。

そこで、このやる気を起こすきっかけとな

るものは何か。それは職員の勤務評定以外に

方法はないと考えるものであります。このこ
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とが契機となって、職員の士気を高め、公務

能率の増進につながるものと信じます。

最近、各市町村においても、職員の採用は

競争試験が実施され、優秀な人材が登用され

てきています。

ところが、一たん採用されると、退職まで

無風状態になり、勤務年数とか年功序列型の

昇任が行われ、わずかに日常の勤務成績と

か、職員の熟達度や統率力及び企画立案や折

衝能力等を参考にした程度の人事管理に終

わってはいないのか。

民間企業では、厳しい人事管理のもとで昇

任が実施され、切磋琢磨の職場環境に置か

れ、自分たちが能率を上げないと企業がつぶ

れるという意思が強く働きます。

ところが、職員には倒産意識が全くないか

ら、きょうやらなくてもあすがあるといった

だらだら姿勢で臨むから、市民から休まず、

おくれず、動かずといった批判がされており

ます。

人間が人間を評価するほど困難なことはな

いと言われているが、この評定は、公務能率

を向上させるために、勤務成績が良好である

かどうか、また、職員に必要な能力や資質を

備えているかどうかを判定し、職員の人格や

人間としての価値判断を行うものではありま

せん。

仮に、評定の困難さと人間相互間の主観的

要素が排除できないと、職員の昇任や特別昇

給は何を基準に行われることになるか問われ

ます。何の基準も資料もなく、任命権者の主

観的判断で、その場限りの人情人事が実施さ

れる結果となります。

しかし、数多い職員を１人の任命権者が全

体を把握することは神わざに等しいと言わざ

るを得ません。

この勤務評定は、毎年１回以上、一定の日

に、職員の執務について、例えば勤務時間の

励行の有無や職務命令に対する職務の実績を

はじめ、責任感、統率力、企画能力及び一般

知識や対外交渉能力等について評価すること

が重要であります。

この評価の結果が、昇給や勤務手当の成績

率の査定や昇格並びに表彰等に利用され、継

続的に実施されることによって、その集積と

分析の結果は貴重な人事記録となり、個々の

職員にとっても、その努力の足跡を明らかに

する記録となります。

仮に、勤務評定が行われないとするなら

ば、職員は採用から定年まで、何をよりどこ

ろにして公務能力の向上を図る気概となるか

が問われ、市民から見るとルーズな人事管理

と言われることに相なります。

そこで、本市において、職員に対する勤務

評定が具体的にどのように実施されている

か、はたまた、その評定が人事管理や人事異

動にどう反映されているか、また、必要な措

置をとっているのか、そして、その評定のや

り方はどのような内容と仕組みになっている

のか、答弁を求めるものであります。

次に、４点目、不祥事と綱紀粛正について

お尋ねをいたします。

このたび、教育委員会の職員が約１３年間

にわたり無免許で自動車を運転していたこと

が発覚いたしました。

このところ本市において、学校給食費や消

防職員による公金無断使用をはじめ、下水道

使用料の未徴収問題など、不祥事が連続的に

発生しているのが実態であります。この実情

は、市民の信頼を裏切る行為であります。ま

ことに遺憾で、残念でなりません。

しかし、行政を支えるものは人であり、ま

た、その人の集団でもあります。

モラールは、その集団の職員が団結して、

その組織目標を追求し、機能状態を示す概念

であります。このモラールが地方自治体組織

の中で低いと言われているゆえんは、その原

因として、個性を生かせない仕事内容や、適

正でない業績評価などのほか、上司のリー

ダーシップの弱さが挙げられるというが、と

りわけ、ピラミッド型を強固に構成する行政

組織においては、上司のリーダーシップの発

揮が大きな影響力を有することは否めませ

ん。
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モラール向上の一つのかぎとして、仕事の

満足度が挙げられます。裏を返せば、モラー

ルの低さは満足度の低さをあらわしていま

す。仕事への満足度は、個性を生かし得る仕

事と深い相関関係にあります。職員の行った

仕事に対する評価と無関係でないことを示し

ております。

個性を生かし得る仕事は、仕事の価値を積

極的に見出すことのできる組織風土の中から

職員が生み出してくるものであり、この基盤

づくりは、管理監督者のリーダーシップにす

べてがかかわっております。

地方自治体の管理監督者がどのような形で

リーダーシップを発揮するかは、その置かれ

た状況に対して適切に指示が行われ、また、

管理監督者みずからが研さん能力を高めるこ

とが重要であります。このようなリーダー

シップの発揮が職員の価値観や仕事観の多様

化している仕事へのやりがいへとつながり、

職員の倫理を確立し、不祥事発生防止へ向か

うと信ずるものであります。

そのためには、従来の行動規範や前例踏襲

の硬直した姿勢から抜け出し、変化に速やか

に対応し、問題を正しく先取りする創造性

と、ダイナミックに問題を解決していく行動

能力が求められております。

不名誉な不祥事の防止に当たっては、任命

権者はもとにより、職員を監督する管理職に

あっては、常日ごろ厳正な姿勢で臨むことを

期待してやみません。

住民の願いに反し、すきま風が吹き込むよ

うなことがあってはならないし、そこに厳正

公平な人事管理の重要性が存在しておりま

す。

一方、地方公務員法第３３条で身分を保障

されている職員は、その職の信用を傷つけ、

また、職員全体の不名誉となるような行為を

してはならないと定めてあります。職員は、

みずから襟を正して、市民の模範でなければ

なりません。

不祥事を防止するためには、職員の自覚

と、全体の奉仕者としての使命感に撤し、い

ささかの油断のないよう自戒するほかはあり

ませんが、常に上司は、部下職員の行動に注

目して、不祥事阻止に努めなければなりませ

ん。

これまでの一連の本市の不祥事を考え思う

とき、上司の監督不十分や、特定職員の権限

の集中並びに業務チェックの不備や、職員と

しての資質の欠如など、人事管理の問題とし

て起きているが、今後、二度と不祥事が発生

しないように、職員の綱紀粛正に向け、市長

はどのような新たな取り組みを考えている

か、答弁を求めるものであります。

以上で、私の一般質問を終わります。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの１６番

山本弥一議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

さん御質問の政治姿勢問題のうち、地方分権

時代と職員の人材確保については私から、そ

の他につきましては副市長からお答えをさせ

ますので、御了承願いたいと存じます。

当市では、少子高齢化、高度情報化など、

目まぐるしく変化する社会経済情勢の中、多

種多様化する住民ニーズ、地方分権時代によ

る業務量の増に加え、公務員制度改革等、こ

れらに的確に対応できる人材育成が必要であ

ることから、人材の確保を含め、平成２１年

１月に、三沢市人材育成基本方針を全面改定

したところであります。

御質問の人材確保にかかわる取り組みにつ

きましては、高い倫理観、使命感を持ち、未

来を創造する熱い心に満ちあふれた優秀な職

員を確保していくために、採用試験内容の見

直しを随時行ってきているところでありま

す。具体的には、学力だけではなく、人物重

視という観点から、１次試験、２次試験の両

方で面接試験を取り入れ、人柄や職務への意

欲などを判断しております。

面接試験の面接官は、私と副市長をはじめ

総務部長、各分野の担当部長のほか、医療分

野については病院の管理職、消防については
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消防本部の管理職をそれぞれ加え、複数人数

で実施しております。

次に、筆記試験につきましては、教養試験

のほか、職務への適性を判断する、いわゆる

適性検査、専門職種については、専門分野の

試験を実施するなど、人材の確保に努めてお

るわけであります。

今後におきましても、これらの時代に求め

られる人材確保に向けて取り組んでまいりま

す。

私からは、以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 御質問の２点目か

ら４点目までをまとめて御答弁させていただ

きます。

まず、政治姿勢問題の２点目、職員の意識

改革への取り組みについてお答えをいたしま

す。

当市では、平成２１年１月に、三沢市人材

育成方針を全面改定し、人材こそは最大の宝

という認識のもと、新たな基本方針を作成し

たところであります。

この基本方針に基づき、職員の意識改革へ

の取り組みについては、職員の研修の充実強

化を図っております。

職員には、さまざまな行政ニーズに対応す

るため、基礎的な知識、技術はもちろんのこ

と、より高度な専門的知識、技術を身につけ

ていくことが求められていることから、市役

所内部で実施する新採用職員研修や職員総合

研修のほか、自治大学校や市町村職員中央研

修所などへの外部派遣研修の充実を図ってい

るところであります。

また、地方分権の進展に伴い、複雑多様化

する行政課題に対応するため、県が主催しま

す政策法務塾への派遣をはじめ、地域課題の

解決に向けた自発的研究を行う上十三地域づ

くり研究会への参加、自治大学校や市町村職

員研修所の通信システムを活用した、地方自

治制度、地方公務員制度、地方税財政制度の

研修のほかに、自己啓発のため、週末を利用

し、東京で開催されている市町村職員人材育

成プログラム、東京財団週末学校や、財団法

人地域活性化センターで主催する全国地域

リーダー養成塾へ参加している職員もおりま

す。

さらには、職員の視野拡大や先進的な行政

手法取得、政策立案能力の向上のため、防衛

省や青森県との人事交流事業をはじめ、今年

度は、東北経済産業局へ実務研修として職員

を１名派遣したところでございます。

これらの研修のほか、職員の意識改革を図

る観点から、職員提案制度を昭和４４年から

実施しておりましたが、これまで９７件の提

案がありました。そのうち実施しているもの

は２５件、一部実施しているものは２３件と

実現されてきた事業もございます。

今年度からは、名称をみんなの改善と改

め、市民の方のために仕事を効率的にするた

めなど、幅広い分野で提案する制度としてお

り、職員には、常に改革・改善に向けて積極

的にチャレンジし、みずから成長を続けるよ

う意識改革の推進を一層図っているところで

ございます。

なお、今年度からではありますが、職員の

意識改革を図る観点から、職員研修の中に、

新たに市長講話を実施したところであり、直

接市のトップの話を聞くことにより、職員の

意識の高揚を図り、志を高く持った職員の育

成に努めているところでございます。

次に、御質問の３点目、職員の勤務評定と

能率化についてお答えをいたします。

現在、勤務評定については、上司が部下を

評価項目ごとに評価する職務業績評価を実施

しているほか、新たな評価方法として、目標

管理型の人事評価制度の構築に取り組んでい

るところでございます。

この人事評価制度は、人材育成のための

ツールの一面を持つものであり、職員の能

力、業績等を適切に評価し、自発的な能力開

発を促すことを重視しており、職員は評価項

目ごとに評価結果を認識し、たけた能力はさ

らに伸ばし、不足する能力は補完できるよう

に、評価者との面談における指導・助言等の
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サポートを通じて、自己啓発を基本とした能

力開発に努めているところでございます。

職員の意欲や能力を生かす人事管理とし

て、ジョブローテーション制度や、特定の業

務への従事を希望する職員の自己申告制度も

実施をしております。

また、職員の昇任につきましては、評価結

果のほか、これまでの経験や実績等を総合的

に判断し、行っているところであります。

平成１９年度からは、係長への昇任試験を

実施してきており、優秀で、やる気のある若

手職員の登用に努めているところでありま

す。

今後におきましても、市民サービスの向上

を図るべく、優秀な人材の育成に取り組んで

まいりたいと考えております。

最後に、４点目でございますが、不祥事と

綱紀粛正についてお答えを申し上げます。

職員の綱紀粛正については、庁議の場や定

期人事異動、新採用職員に対する訓示等にお

いて、厳しく徹底しているところでありま

す。

また、これまでも機会あるごとに、職員に

対し文書または庁議の場で、市長から直接各

部長を通じて、口頭で注意喚起するなど、綱

紀粛正に努めているところでもあります。

さらには、不祥事の防止対策といたしまし

ては、これまでのさまざまな反省を踏まえ、

チェック体制の強化や定期的な報告体制の確

立などを確実に実施し、再発防止に努めてい

るところでもあります。

今後におきましても、さらに管理職や上位

の者が範となって、職員の意識向上を図り、

綱紀粛正を徹底するよう対処してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） １６番。

○１６番（山本弥一君） それでは、再質問

させていただきます。

職員の勤務評定と能率化について質問いた

します。

今、副市長から答弁をいただきましたけれ

ども、やる気を起こすというのは、最も公務

にあっては今一番求められております。これ

は、民間企業と違って、公務員の場合は身分

が保障されています。だから、やっても、や

らなくても、評価というのはなくても、毎年

１段階ずつ給料は上がっていく。こういうぬ

るま湯につかって、民間はそうはいきませ

ん。目標を達成できない場合、格下げもあり

ます、減俸もあります。

公務員は、その辺は違いはありますけれど

も、やる気をどう幹部が部下に伝え、業績を

上げる。私は、役所も経営体としては会社経

営とは何ら変わるところはない、そういう認

識であります。

そこで、いろいろ今、副市長が答弁され

て、取り組んでいるということだけれども、

お尋ねしたいのは、上司が部下を評価表に従

いチェックして、そして昇給なりをやってい

ると。逆に、評価が悪い人は、仮に係長で

あっても、その成果がないときは格下げ等が

これまで実施されてきているのかどうか、こ

の点について答弁いただければと。過去にあ

るのかどうか。

そこで、あともう１点、４点目の不祥事の

綱紀粛正について。

いつでも、不祥事が起きると、綱紀粛正、

すばらしい答弁です。しかしながら、答弁ど

おりいっていない。なぜだろう、そこのとこ

ろを聞きたかったのです。優等生の取り組み

していますでは、我々に伝わりません。実際

にこうやる。

今回の一連の不祥事、毎年こうやって不祥

事が起きているのが本市の実態なのです。市

民の目があるということを皆さん考えており

ますか。ただ、議員にこうやって答弁して終

われば、それで済むと思ったら大間違いです

よ。

本市の一連の不祥事を考えれば、管理職の

監督不十分、これを思い余らないですか、自

分の部下の職員が倫理に欠けておったぐらい

で、必ずや市長は、こういうことがあれば訓

示をして、各管理職に伝え、部下におろすこ
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とになっているわけだよね。連続的に続いて

いるということは、おろしていない、しゃ

べったにすぎない。ここのところを幹部の皆

さん、あるいは管理職の皆さんが、一番責任

とらなければならないのですよ。そこのとこ

ろの答弁がなかったのは、全く残念でなりま

せん。

首長のリーダーシップ、これを全職員、末

端まで下げていくのは管理職なのですよ。先

ほども前段で言ったけれども、市長は一人一

人、こういうような多人数の職員がいる中で

無理ですよ。それは皆さんを集めて訓示して

いく、これは当たり前。それを受けた管理職

の皆さんが、どう受けて、防止していくか、

これができていません。

今回の無免許ですか、１３年余り。その本

人は倫理に欠けていますよ。そうではなく

て、そういう場合も想定して、チェック体制

なり、人事課もあるでしょう、あるいは総務

でやっているかもわからない。これらの徹底

が図られていない。質問の答弁だけですよ。

ここを抜本的に、今回の事例を踏まえて、二

度とこういう不祥事件を起こさない、こうし

た強い気構えをどうやって図っていくか。

ただ、私も社長をやっているからわかりま

す。職員の保護だとか云々で、甘い対応では

本当の真の綱紀粛正につながりません。私も

経験しています。社員が１００名余りいるの

だけれども、大変難しいところで。だけれど

も、管理職が厳しく再発防止に向けて行動を

起こさない限りはなくなりません。

そこで、二度と不祥事を発生させないため

にも、管理職の監督の強化をどう図っていく

のか、規定等を見直し罰則強化だの、管理職

の方もそのぐらいやらないと再発防止できま

せん。これらについて、本当は市長から伺い

たかったのですけれども、できれば、市長の

心意気、答弁いただければと。

以上です。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

特別な答弁ということにはならないと思い

ますが、不祥事については、トップとして当

然の責任でありますので、常にそういう気持

ちで臨んでいるつもりであります。がしか

し、なったということは、非常に遺憾なわけ

であります。

私は常々、毎月、部長等を集めまして庁議

をしている中で、そのことを常に申しており

ます。

特にまた、新採用等については、６カ月と

いう試用期間がございますが、その間、間

違ってもそういう不祥事があれば、みずから

が職を辞するという気構えで臨んでもらいた

いということを常々申し上げております。

いずれにしても、そういうことをやりなが

らも、そういう問題が出ているということに

ついては、非常に責任を感じておりますが、

今後、そういうことを一層肝に銘じて頑張っ

てまいりたいと。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 再質問にお答えを

いたします。

かつて評価が悪い結果、格下げがあった例

があるかという御質問がございました。

私の記憶では１件ございます。どこの部局

とは申しませんが、１件ございます。

それから、補足的に申しますと、勤務評

定、能力評価については、これは今さまざま

な形で実施しておりまして、この結果を起用

に反映させるよう、それから人事に反映させ

るよう、今そのように取り組んでおります。

それから、市長の答弁とも重なりますが、

管理監督者の今後の対応ということにもなる

と思いますが、管理監督者を問わず、公務員

には、高い倫理観と使命感というものは絶対

に必要でございます。そういう意味で、それ

を常に高揚感を持ってモチベーションを高く

掲げていくということが大事でありますの

で、そのためにも研修とか、さまざまな派遣

事業とかに取り組んでいるところでございま
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す。

引き続き、職員が高い志を持って、市民の

ためにサービスに撤するよう努めてまいりた

いと、そういうふうに努めてまいりたいとい

うふうに考えております。

以上です。

○副議長（堀 光雄君） １６番。

○１６番（山本弥一君） 今の副市長の答弁

が、１人降格になったと。逆に、これから地

方分権時代を迎えるに当たって、先ほど前段

で申し上げましたけれども、若い、そうした

能力のある者を、今の仕組みだと、１階級か

なんかわからないけれども、それが慣例とい

いますか、前例踏襲といいますか、そういう

状況にあると思います。

優秀なのが出るかどうかは私はわからない

が、仮に出たとした場合、２階級特進だと

か、３階級、あり得るのか。そういう夢を持

たせるような、評価によってはあり得るとい

う、そういう前向きな取り組みをしていかな

い限りは、優秀な方が、新採用に当たっても

かなり厳しくやっているということであれ

ば、そういう能力を持った方、あるいは優秀

な方が来た場合、やっぱり前例主義で、何ぼ

できても１階級、みんなと同じく。こういう

特別な昇任といいますか、あり得るのか、そ

ういうのが間違いなくあるのかね。

これらがない限りは、どんな優秀な方もや

る気は起きませんよ。そういうのがあります

よという、そういう制度化が図っているの

か。図っていなければ、今後はどう考えてい

くのか、再度。

それと、不祥事なのだけれども、先ほども

言ったけれども、まず、管理職等にあっても

一番効果があるのは、罰則規定の見直し。

今、何か前例主義で、よその自治体も、こ

ういう事例があると、１カ月幾ら、何がしを

３カ月、報酬を下げるとか、全く他と同じよ

うにやっているから不祥事は絶えない。これ

が管理監督する管理職にきつい罰則規定を設

けたら、一生懸命になりますよ。私も会社の

ほうで経験ありますから、そんなものです、

人間は。

その辺、厳しく、前例主義を踏襲しない

で、部下の不祥事が起きた場合は、管理職に

あっては今よりも倍厳しく罰則規定を設けま

す、そういうことにトライしていくのか。こ

の辺をやらないと、答弁だけに終わってしま

うと思う。そういうのは二度と起こさない気

概がなければ、なかなかこれはなくなりませ

ん。そういう厳しさがあれば、管理職も一生

懸命になるし、あるいは職員にも伝わるはず

です。この辺、再度答弁いただきたいと思い

ます。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（大塚和則君） 再々質問にお答え

します。

さまざまな人事管理の手法があろうかと思

いますが、若い職員の登用というものについ

ては、できるだけ心がけていきたいというふ

うに考えております。

それから、不祥事の、管理監督者へのより

厳しい対応ということでございますが、これ

は事の性質によると思います。管理監督者の

責任性が最も求められる場合と、そうでない

場合とがありますので、そこら辺を加味しな

がら対応してまいりたいというふうに思いま

す。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、１６番山

本弥一議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

８番太田博之議員の登壇を願います。

○８番（太田博之君） ８番みさわ未来の太

田博之でございます。

それでは、通告に従いまして一般質問をさ

せていただきます。

今回は、行政問題２点についてお伺いをい

たします。

はじめに、障害者就労ワークステーション

の設置についてであります。

さて、障害者スポーツの祭典、第１４回パ

ラリンピックロンドン大会は、８月２９日開
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幕をいたしました。大会は、９月９日まで１

２日間行われ、ともに史上最多となる１６４

カ国・地域から４,２００人を超える選手が

参加し、２０競技５０３種目で熱戦が繰り広

げられております。

また、３大会ぶりに知的障害者の競技が復

活し、陸上、水泳、卓球の３競技で実施され

ることもあって、前回の北京大会のメダル

数、金５個、銀１４個、銅８個、計２７個を

上回る成績を目指し、連日、日本代表選手の

熱い戦いが続いております。

私もテレビを通じて、頑張れ日本と連日応

援をしておりますが、障害者の方々の頑張っ

ている姿を見て、改めて本当にすばらしい

な、健常者と何ら変わりないプレーに驚かさ

れると同時に、選手たちのこれまでの血のに

じむような努力を思うにつけ、体が熱くなる

感覚を覚えるのであります。

さて、市民の皆さんは、公益財団法人スペ

シャルオリンピックス日本という団体を御存

じでしょうか。この団体がアスリートととも

に発信してきたメッセージは、障害の有無に

かかわらず、互いの違いを理解し、尊重し、

認め合うことで、ともに育ち、ともに生きる

社会を実現することであります。

そして、その活動は、現在、世界１７０カ

国以上に広がり、４００万人のアスリートと

１１０万人を超えるボランティアが参加す

る、国際的なムーブメントに発展をしていま

す。

また、昨年、スポーツ基本法が制定され、

これまでのスポーツ振興法では明確にされて

いなかった、障害者のスポーツ振興について

も言及されているとおり、国のスポーツ施策

も大きな転換期を迎えようとしています。

そうした中、パラリンピック番組の解説者

として、その公益財団法人スペシャルオリン

ピックス日本の理事長で女子マラソンのメダ

リストである有森裕子さんは、障害者にとっ

て最も大切なことは、チャンスを生かす機会

をつくってあげることなのです。障害者の

方々は、そのチャンスに最大限努力し、失敗

もするかもしれないけれども、必ず毎日前進

を続け、結果を出していく。できないと思っ

ていたことが少しずつできるようになったと

き、はじめて自分の存在を再確認し、自信を

つけ、成長を続けていく。そして、それを見

た障害者の方々の生きる力や人生の希望へと

つながり、その繰り返しの中で、ともに育

ち、ともに生きる社会が実現されるのだと思

うのですと話されていました。

私は、障害者の方々は、日常のこと、仕事

やスポーツができないのではなくて、そのこ

とを克服するチャンス、機会が余りにも少な

いことが問題なのだと今さらながら痛感をい

たしました。

さて、パラリンピック開幕の約１カ月前に

なりますが、７月２５日から２７日にかけ

て、私は個人研修として、会派みさわ未来の

４人のメンバーと一緒に山口県宇部市、福岡

県糟屋郡志免町へ行ってまいりました。

宇部市では、知的障害者、精神障害者を臨

時職員として雇用するとともに、彼らが働く

場所として、各課・各部署でそれぞれ処理を

している封書詰め、印刷、データ入力、あて

名シール張り等の業務を集約して処理をする

ワークステーションを本庁に設置し、運用を

しています。

私は、本当に心からすばらしい取り組みで

あると思うと同時に、これこそが市民協働の

大きな柱になる事業ではないのか、知的障害

者の方々がそのチャンスを生かし、市民のた

めに働く、市役所の中で健常者とともに働く

ことによって、職員へ与えるもの、ワークス

テーションで一生懸命業務に励む姿を見た市

民の意識改革等、そういったことを考える

と、この事業の持つ相乗効果は、はかり知れ

ないものがあるのではないでしょうか。

そこで、お伺いいたします。知的障害者の

自立支援を進めると同時に、市民協働のまち

づくりを標榜する本市にとって、真っ正面か

ら取り組む事業だと考えますが、当局のお考

えをお伺いいたします。

次に、当市の人口減少、定住対策について
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お伺いいたします。

平成１７年国勢調査に基づいた将来推計人

口によると、今後は、少子化の影響から国、

県のみならず、本市においても人口減少する

ことに加え、高齢化がますます進行すること

が推測をされています。

そのような中、２０１０年に行われた国勢

調査において、青森県の人口は１３７万３,

２００人で、前回、２００５年の調査時の１

４３万６,６５７人より６万３,４５７人少な

く、減少率は４.４％で、１９２０年の調査

以来、最大下落幅となりました。何と５年間

で９万人減少したことになるのです。

一方、三沢市の人口を見てみますと、本

年、２０１２年４月１日現在４万１,８９２

人で、５年前の２００８年４月１日現在４万

３,０７２名から１,１８０人減少していま

す。さらに、三沢市総合振興計画の資料によ

ると、本市の人口は、８年後の２０２０年に

は３万９,００５人となると推定をされてお

ります。

そのような状況下にあって、本市において

は、南ニュータウンの住宅分譲をはじめ、さ

まざまな視点から人口減少に歯どめをかける

施策を講じ、努力しているのですが、人口減

少に歯どめをかけられていないのが現状なの

であります。

私は、今後の人口減少問題は、行政運営上

とても重要な問題だととらえておりますし、

もちろん、言うまでもなく市民の皆さんも一

緒だと思います。

そこで、教育委員会の事業も含め、市長部

局各課が推進している定住対策及びそのこと

に関連をする各種事業を選択、一本化を図

り、縦割り行政の弊害を取り除くと同時に、

各課が連携・推進できるシステムを構築し、

明確な数値目標を立て、対応することが急務

だと思うのであります。

現在、三沢市総合振興計画の後期基本計画

を策定する中で、私は、新規事業を行うとい

う発想ではなく、これまでの施策の評価をも

とに、組みかえをしていくという考え方で見

直すことが、新たな推進方法として効果をあ

らわすのではないかと提案したいのでありま

す。

以上のことを踏まえ、３点についてお伺い

をいたします。

１点目、現状での人口減少対策にかかわる

主な施策について伺います。

２点目、人口減少対策にかかわる事業の一

本化についての見解を伺います。

３点目、今後の人口減少対策について伺い

ます。

以上で、私の質問を終わります。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの８番太

田博之議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

さんの御質問の行政問題のうち、三沢市の人

口減少対策、定住化対策については私から、

その他につきましては総務部長からお答えを

させますので、御了承願いたいと思います。

全国的な少子高齢化による人口の減少は、

先ほど鈴木議員への答弁でも申し上げました

が、当市においても例外ではなく、この先、

緩やかに人口が減少していくものと予想され

ており、特に若者の減少は、企業における人

手不足や、第１次産業の後継者問題、さらに

は、税収の減少などにより、地域経済活動に

悪影響を及ぼしかねない深刻な問題であるも

のと認識をいたしております。

御質問の第１点目、現状での人口減少対策

にかかわる主な施策についてでありますが、

これまでさまざまな施策を展開しており、中

でも、定住化の促進を図ることを目的とし

て、前平地区での南ニュータウン宅地開発で

は、造成工事完了後の平成２１年９月から、

全１４０区画を分譲し、これまでに１３０区

画が売却され、平成２２年度より実施してい

る住宅新築リフォーム支援事業と相まって、

現在５４棟が建築し、居住されている状況で

ございます。

また、購入者の住所地を見ますと、市内の
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方が８８名、市外からの方が２２名となって

おりまして、転出者防止を含め、一定の定住

化が図られているものと考えております。

次に、第２点目及び第３点目の人口減少対

策にかかわる事業の一本化についての見解及

び今後の人口減少対策についてであります

が、三沢市総合振興計画前期基本計画におい

て、先ほど一例を申し上げました南ニュータ

ウン開発による定住化対策などを盛り込んだ

施策を重点プランとして位置づけ、明確化し

ているところであります。

しかしながら、数値目標の設定や横断的な

施策など、どのような形がより明確で効果的

な事業展開が図られるのかなどにつきまして

は、現在、策定中でありますので、三沢市総

合振興計画後期基本計画において検討すると

ともに、重点プランの中に、定住化を含めた

人口減少対策にかかわる対応方針を掲げまし

て、積極的に取り組んでまいりたい、このよ

うに考えております。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 行政問題の１

点目、障害者ワークステーションの設置につ

いてお答えいたします。

障害をお持ちの方の就労に関しましては、

身体的、知的、精神的な障害の種類があり、

就労移行支援、就労継続支援、知的障害者職

親制度等の制度利用により、職業訓練等を実

施しておりますが、なかなか就労に結びつく

のが難しい状況にあると感じております。

一方、市役所においては、平成１８年度か

ら、身体に障害がある方を対象とした、臨時

的任用職員の任用試験を実施し、平成１９年

度からこれまで２７人の方を任用してきてお

ります。

任用に当たっては、本人の資質を第１に、

業務内容はもちろん、各施設のバリアフリー

の状況等も総合的に判断し、障害のある方そ

れぞれに適した部署への配置を行ってきてお

ります。

しかしながら、知的や精神的に障害のある

方については、臨時的任用職員が行える業務

内容やサポート体制等の課題もあり、任用試

験の実施には至っておりません。

また、宇部市が設置・運営している障害者

就労ワークステーションで行っている主な業

務に、データ入力、文書封入、書類印刷等が

ありますが、当市では、これらの業務のう

ち、データ入力、文書封入については専門業

者に委託、あるいは障害のある方を含むパー

ト職員等が行っており、毎戸配布等の大量印

刷については、市の印刷機を使い、一括で印

刷しているところでございます。

今後におきましては、全国的にワークス

テーションを含むさまざまな取り組みがなさ

れてきておりますことから、これらを参考

に、知的や精神的に障害のある方も含めた任

用について、調査・研究してまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） ８番。

○８番（太田博之君） ２点、再質問をさせ

ていただきます。

まず、人口問題の件でございますけれど

も、宅地分譲、南ニュータウンが５４棟、も

う既に新築をされ、８８名の市内の方、そし

てまた、２２名の市外の方が、それぞれ居住

されている。

私は、結果的に見て、大変すばらしい結果

が出ているのかなと。１４０区画出されたと

きには、私自身は、本当に完売できるのだろ

うかという心配をしていましたが、あと１０

区画残っていますけれども、進捗状況はいい

のではないかなと、私はすごく高く評価をし

たいと思います。

そこで、今まさに市長のほうから、後期基

本計画の中に定住対策の事業を含めて、積極

的にかかわっていくという答弁をいただいた

のですが、私は、三沢市総合振興計画、よく

よく読むと、本当にすばらしい事業がたくさ

んあって、これをすべてとは言いません。８

割方これをやり遂げたら、私は、三沢市は人

口は減らないと思っています。
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いわゆるこれは、皆さん、そして議会が一

生懸命考え、向こう１０年間の目的を持った

施策の塊といいますか、集なわけですよね。

これをやり遂げたら、私たちは、このまちは

絶対４万人を切らないのだという自信がなく

て、私はこの施策を続けられていられるのか

なと。

私自身は、市民としても、議会人の一人と

しても、この振興計画をやり遂げれば、都市

間競走に勝って、三沢市だけは、この社会現

象である少子高齢化の中を、４万人を切らず

に私は推移できるのではないかなと。その自

信こそが、私は今後問われているのではない

かなと。

私の質問ではありませんが、午前中の鈴木

重正議員の質問に対しても、目標数値だった

のか、推移の数字だったのか、ちょっと確認

とれませんでしたが、約３万９,５００人ぐ

らいからは少しふやしたい。

私は、先ほど言ったように、ここで生まれ

育ってきて、どうしても、議員としても、市

民としても、三沢市が４万人を割るというの

は嫌なのです。絶対、市民の一人としても、

議会人の一人としても、この振興計画を一生

懸命頑張って、市民の人とともに協働のまち

をつくれば、私は三沢は４万人を切らずに済

むまちになるのではないかと、そう期待を

持っているのです。

しかし、答弁の中でああいう発言をされる

と、私自身は、これを一体どういう形で、一

生懸命頑張っても、やっぱり自然減には負け

てしまうのかなと。私は違うと思います。各

自治体でも人口を伸ばしているまちはいっぱ

いあります。いろいろな工夫、施策を通じ

て、まさに政治力でまちが生き返っていると

ころもありますし、ふえているところもあ

る。そこを私はもう一度考えていただきたい

と思うのです。

そこで、先ほど私が言った、提案させてい

ただいた一本化という話です。これはどうい

うことかというと、これは私の私案で、例え

ばの話で聞いてください。

市長もさっき答弁で言ったように、これか

ら定住対策をやるという場合には、若い人た

ちに三沢に住んでもらわなければいけない。

ということは、若い夫婦が三沢に住んで子育

てをしたいなと思うまちをつくるということ

にして、例えば、タイトルを働くママを応援

しますということで事業を一本化しましょ

う。

今、この総合振興計画には、六つの柱のま

ちづくりがあります。健康で助け合うまちづ

くりからは、母子の健康づくりの推進事業を

一つか二つピックアップしてくる。環境と共

生し、安心できるまちづくりからは、防災設

備、施設等の充実をピックアップしてくる。

豊かな心と体をはぐくむまちづくりは、創造

性ある学校教育の推進、これの優先順位の高

いのをピックアップする。働き暮らせるまち

づくりは、企業誘致も含めた労働環境改善の

事業を選んでくる。生活に便利なまちづくり

では、市街地環境整備を持ってくる。健全で

開かれたまちづくり、男女共同参画推進の事

業をピックアップして持ってくる。

総合力だと思うのです。私は、人口を守る

には。三沢市全体の力がそこから上がってい

かなければ、私は人口を守り切れないと思う

のです。

いろいろな事業が縦割りでばらばらになっ

ているのではなくて、一つ、安定した住居環

境をつくる、人口減を食いとめる、若い人に

三沢に住んでもらうという一つの切り口で、

事業を各まちづくりの事業からピックアップ

して、最低、月に一遍はその担当者が情報交

換をしながら、いろいろな形の相乗効果を考

えていく。

新しい事業をやれなんて言っていないので

す。ここに書いてあるこの事業を仕組みとし

て一本化して、それを全体的な総合振興計画

の推進エンジンになるような、この定住対策

事業をぐんぐん引っ張っていく。それにつら

れて、全体の事業の施策も盛り上がってく

る。

何よりも、こういったマクロ的な政策に関
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しては、総合力を上げる部分に関しては、市

長部局も教育委員会も関係なく、福祉から何

から全部がやれというわけではありません。

それぞれ優先順位の高いものを一つピック

アップして、その全体を引っ張り上げる、推

進力ある、そういった一本化事業として組み

かえる、連携をし合う、見直す仕組みをつく

る。そういったことで、私は、ちょっとした

工夫で前に進めるような気がするのです。

ちょっときついようなことを言いましたけ

れども、市長、本当です。私は、これをやり

遂げれば、三沢は４万人を守れると思ってい

ますよ、本当に。

ですから、そういった意味も含めて、今、

後期計画を検討すると言われましたが、今の

私のアイデアも含めて、もう一度御答弁をい

ただきたいと思います。

次に、障害者のワークステーション、今回

のこれは知的障害者ということであれなので

すけれども、やはり質問前には考えていな

かったのですけれども、有森さんのコメント

を聞いて、私もいろいろ現場を見た中でも変

わってきました。

それは何かというと、チャンス、いわゆる

機会を設けるということは、ただその機会が

あるだけではだめだと思うのです。私たちが

直接かかわれる場所、要するに一緒に働く、

ともに生きる共生の環境づくりといったもの

が、その裏に私はあると思うのです。

いろいろな就労指導だとか、学びをいろい

ろしてもらっているのだけれども、なかなか

就職につながらない。言い方は悪いですけれ

ども、そういう専門家のところに１カ所に集

めて、そこだけでやっている。私はそれは機

会と言わないと思う。

やはり同じ、我々がかかわれる、同じ環境

の中にともにいることによって、この人たち

のチャンス、機会というのは生きるのだと思

うのです。

なかなか私たちがふだん生活することに

よって、知的障害者の方と交流をしたり、目

で見てかかわるということは、本当に年間何

回もないですよ。そうではないのです。そう

いう人たちが、これから調査・研究すると

言ってもらいましたけれども、場所を与え

る、仕事を与えるだけではないと思うので

す。だれのために働くのか、どこで働くの

か、そこの働く場所によって、一緒にかかわ

り合いを持てる、そういう環境づくりといっ

たものが私は大変大事だと思いますし、この

ことが問題意識の共有を深めて、新しくまた

問題に取り組む活力にもつながっていくのか

なと。

そして、市長、ここが大事なのですけれど

も、市民協働のまちづくりの、こういったも

のが基本の精神のような私は気がするので

す。一緒に同じ場所にいる、だれもが目につ

くところにいる、そういうところに門戸を広

げる、チャンス、機会を与える。私は、この

方向性は、ぜひ協働のまちづくりを推進しよ

うとする三沢市にとって、絶対必要な事業だ

と思っています。

これから調査・研究というお話でしたが、

そういった場所的な問題。先ほど言っていま

した。こういったものの仕事はだれだれに

やって、だれだれにやってと。そうではなく

て、市役所の中にそういうワークステーショ

ンをつくるといったところが私は何よりも大

事だと思います。そのことについての当局の

御見解をお伺いしたいと思います。

２点、お願いします。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

定住化の問題でありますけれども、当然な

がら定住化にはいろいろな要素があるという

ことは承知しております。ですからこそ、い

ろいろな面で進めているわけでありますが、

ただ、中でも、三沢は土地が高いとかという

ような話もあって、ぜひとも事業として取り

上げたらどうかということでやった事業であ

ります。

おっしゃるように、あそこに土地を買って
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家を建てた若い人たち、それは、とりもなお

さず、三沢の小学校の生徒がふえたり、二中

の生徒がふえております。これは、当然の成

り行きだろうと。非常に好感を持っているわ

けであります。

いずれにしても、やっぱり三沢に住んでよ

かった、住みたい、そういうまちづくりを目

指しているわけでありますので。

ただ、これは我々のまちだけでなくて、各

自治体も一生懸命努力しているわけでありま

す。ですから、必ずしも我々のまちだけとい

うことではないわけでありますので、しか

し、三沢のまち、そういう特色を持ったまち

づくりをどう進めるか、そこにかかっている

と思うのであります。

つまり、生活のインフラの問題、福祉の問

題とか、いろいろな方面からそういう問題が

相まって、やっぱり三沢に住みたい、住んで

よかったということになろうかと思いますの

で、そういうようなことを十分調査しなが

ら、対策を講じてまいりたい。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 再質問にお答

えいたします。

市が率先して知的障害者や精神障害者等を

臨時的任用職員として雇用することにより、

民間の障害者雇用の促進にもつながるなど、

効果が大きいと考えられます。

そのことから、先ほど再質問ありました、

場所を与えるという意味でのワークステー

ションの設置につきまして、先ほど申し上げ

ましたように、調査・研究してまいりたいと

考えております。

○副議長（堀 光雄君） ８番。

○８番（太田博之君） 障害者の雇用の関係

です。

調査・研究、結論をいつまでに出します

か。私は、来年度すぐやれとは言いません。

ただ、調査・研究をずるずる１年も２年も３

年もかける、これは私はどんなものなのかな

と。

今年度を含めて、来年度中に結論を出して

いただいて、私はまた質問しますので、でき

なければ、なぜできないのかの理由まで、そ

れは聞かせていただかなければならないと

思っています。

ぜひとも前向きに検討をいただいて、なる

べく早い時期に結論を出していくということ

をお願いしたいと思いますが、時期的なもの

を答弁できるのであれば、いつまでには結果

を出したいということで、お願いしたいと思

います。

また、ちょっと補足的になりますけれど

も、地方自治体の法定雇用率、これは２.１

％、昨年度までは、三沢市は５年連続で２.

１％は上回っていたのだけれども、今年度に

入って、１１名以上の障害者を雇用しなけれ

ばならないところを、６名しか障害者が雇用

されていない。

先ほどいろいろな仕事もしてもらっている

という話があったのですけれども、ここの部

分に関しても、私は、何かの理由があって数

字的に下がっているので、すぐ改善されるも

のだと思っていますので、この部分に関して

は触れませんけれども、こういった実情もあ

りますので、ぜひとも障害者に門戸を開いた

形での就労、雇用の環境づくりといったもの

は、ぜひとも前向きに、真っ正面から取り組

んでいただきたいということを申し上げてお

きたいと思います。

最後、答弁をひとつお願いします。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 再々質問にお

答えいたします。

いつまで調査・研究するのかということで

の時期的な問題ですけれども、先ほど答弁で

申し上げましたように、さまざまな取り組み

が出てきているというのは事実でございま

す。これらについて調査・研究する時間が必

要でありますので、今ここですぐ、いつまで

とは申し上げられませんけれども、なるべ

く、とにかく早い時期に前向きに取り組んで
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まいりたいと考えております。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、８番太田

博之議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１０番春日洋子議員の登壇を願います。

○１０番（春日洋子君） １０番公明党の春

日洋子でございます。

通告の順の従い、質問してまいります。

はじめに、防災問題の防災行政用無線のデ

ジタル化についてお伺いします。

防災の日の１日、全国各地で震災を想定し

た訓練が行われました。訓練は、想定外の事

態が相次いだ東日本大震災の教訓を踏まえ、

シナリオを伏せるブラインド型を導入した自

治体が増加し、一人一人が判断力を求められ

る本番さながらの状況に、参加者は真剣な面

持ちで取り組んだとの報道がありました。

内閣府は、南海トラフ巨大地震が発生した

場合、犠牲者は最大で３２万人を超えるとい

う推計を発表しましたが、私たちは、いつ災

害が発生しても適切な行動ができるよう、防

災、減災への意識を高めていきたいもので

す。

さて、防災行政用無線は、市町村がそれぞ

れの地域における防災、応急救助、災害復旧

に関する業務に使用することを主な目的とし

て、あわせて、平常時には一般行政事務に使

用できる無線局であり、住民を守る重要な情

報伝達手段の一つとなっていますが、近年の

大規模災害の発生を教訓として、防災行政用

無線には、これまで以上に多様化・高度化す

る画像伝送、データ伝送等の通信ニーズへの

対応が要求されるとともに、平常時における

有効活用を図るために、さらなる改善が求め

られています。

このため、平成１３年度からデジタル方式

による防災行政用無線、市町村デジタル同報

通信無線システム及び市町村デジタル移動通

信システムの導入が可能となりました。

昨今、全国的にも急速にアナログ方式から

デジタル方式へ移行する動きが広がっている

とのことであり、八戸市においては、災害復

旧補助金を活用し、市内の子局すべてをデジ

タル化するとともに、あわせて、放送が聞き

取りにくい地区や、放送を聞き逃した市民の

ために、電話で放送内容が確認できる電話応

答システムも導入し、防災体制を強化すると

のことです。

そこで、本市においては、防災行政用無線

のデジタル化についてはどのようにお考えな

のか、お伺いします。

次に、健康問題の１点目、心の健康、命を

守る施策についてお伺いします。

こころの体温計とは、パソコンや携帯電話

を利用して、簡単な質問に答えることで、自

分自身のストレス状況や落ち込み度を確認で

きるセルフチェックシステムでありますが、

自殺予防対策の一環として行うものです。

その内容は、５種類になっており、本人

モードは、自分の健康状態や人間関係、住環

境などのストレス度や落ち込み度が、水槽の

中で泳ぐ金魚などのキャラクターで表示され

ます。

次の家族モードは、家族等の身近な方の心

の健康状態がわかります。

また、赤ちゃんモードは、産後の不安な心

の健康状態がわかります。

さらに、ストレス対処タイプテストでは、

自分のストレス対処タイプがわかります。

最後に、アルコールチェックモードは、飲

酒が心にどのような影響を与えているのかが

わかるという内容になっております。

ここで大切な点は、このシステムは、自分

の心の状態を確認する目安とするものであ

り、医学的診断をするものではありませんの

で、結果にかかわらず、心配なことが続くよ

うでしたら、早目に専門員に相談されること

を画面上で勧めていることです。

心の疲れや不調の原因は、ストレスによる

ものが多いものですが、目安になるものがな

く、そのままにしておくと悪化してしまうこ

とがあります。

本市においても、市民の健康維持・増進に

役立ててもらうために、市のホームページに
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メンタルヘルスチェック、こころの体温計を

開設していただきたく、その取り組みをお伺

いします。

次に、健康問題の２点目、２４時間健康相

談事業の実施についてお伺いします。

昨今の地域医療を取り巻く環境、課題は、

医師不足や医療機関不足、不要不急な救急車

出動の方、受診の必要のない夜間・休日での

コンビニ受診の増大、保健相談センターでの

人員不足及び体制の限界、高齢化に伴う家族

の介護問題、核家族化と少子化による出産・

育児の不安など、このように多岐にわたり、

その対策は急務中の急務と言えます。

２４時間健康相談は、健康や医療などに関

する市民からの電話相談に、フリーダイヤル

で２４時間、年中無休で対応するものであ

り、コールセンターには医師や看護師、保健

師などの専門スタッフが常駐し、初期の応急

処置や治療、検査方法など、どのような症状

に対しても適切にわかりやすくアドバイスし

ます。

その流れの中で、適正な受診行動を促す仕

組みとなっているため、医療から見た効果と

しては、医療機関が必要に応じ適切な治療が

行えるよう、軽症患者等の受け皿として、電

話による健康相談窓口を活用でき、受診行動

抑制から見た効果としては、不安が生じたと

き、すぐに専門家に相談することで、約８０

％受診行動をとめる効果が出ていることがわ

かっています。

さらには、救急出動から見た効果として、

相談窓口に相談するという選択肢ができ、不

必要な１１９番通報を減らす効果が期待でき

ます。

このように、市民、行政、双方にメリット

がある費用対効果の高い保健事業として導入

されている自治体においては、相談件数が半

年で１万件を突破するなどの好評を得ている

ことから、本市においても、２４時間健康相

談事業の実施に向けて検討していただきた

く、その取り組みをお伺いします。

次に、教育問題の通学路の安全対策につい

てお伺いします。

１９７０年に交通戦争と言われて以来、我

が国の交通事故死亡者数は減少してきている

ものの、その中で、歩行者が占める比率がむ

しろ上昇し、２００８年以降、１９７４年以

来、再び最も多くなるという特異な状況にあ

ると言われています。

また、負傷者数も８５万人を超えており、

１９７０年代の水準にあります。

その意味で、いまだ交通戦争は終わってお

らず、今、その犠牲になっているのは、子供

たちなどの交通弱者であります。本年４月、

登下校時の児童が死傷する痛ましい事故が立

て続けに発生したことは、いまだ記憶に新し

いものです。

そこで、次の３点についてお伺いします。

１点目に、このたび小中学校において実施

された通学路の緊急合同総点検の結果につい

てお伺いします。

２点目に、点検のための点検に終わらせな

いために、目に見える迅速な対策が求められ

ることから、具体的な取り組みをお伺いしま

す。

３点目に、今後においても通学路の安全点

検は継続的に実施されなければならないとの

観点から、どういう形で継続されていくの

か、お伺いします。

最後に、選挙問題の選挙のお知らせの様式

についてお伺いします。

選挙のお知らせとは、選挙が行われる際

に、有権者に届けられる投票所入場券のはが

きを指しますが、これまで私のもとには、期

日前投票を行うには、受付窓口の職員の面前

で宣誓書に記入しなければならないため、緊

張したり、焦ったりするなど、心の負担が大

きく、投票をためらってしまうとの声が届い

ており、一人でも多くの方に心置きなく期日

前投票所に足を運んでいただくためにはどう

したらいいのかとの思いを持っておりまし

た。

そのような折、新聞記事で、こうした事態

の解消に向けて、投票所入場券の裏面に宣誓
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書を掲載している自治体があることを知りま

した。選挙の期日前投票で受付窓口に提出す

る宣誓書への記入を、自宅でもできるように

することにより、手続の簡素化がなされ、期

日前投票の円滑化や投票機会の拡大などに効

果が見込まれると考えられています。

本市におきましても、投票所入場券の裏面

に宣誓書を掲載することを検討していただき

たく、その取り組みについてお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○副議長（堀 光雄君） ただいまの１０番

春日洋子議員の質問に対する当局の答弁を求

めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

さん御質問の健康問題のうち、心の健康・命

を守る施策については私から、その他につき

ましては担当部長からお答えをさせますの

で、御了承願いたいと思います。

当市における自殺対策の取り組みといたし

ましては、うつ病や自殺の予防について、市

民の方々及び地域で活動している団体を対象

とした講演会や健康教育を実施したり、ある

いは心の相談窓口一覧表を作成し、うつ病に

関するパンフレットと一緒に毎戸配布を行う

など、心の健康づくりにかかわる地域の普及

啓発に努めているわけであります。

また、出産間もない母親に対するうつ病の

チェックテストの実施や、子育てに悩む母親

への支援、さらに、昨年度からは精神保健福

祉相談員を配置し、心に悩みを抱えた方々が

気軽に相談できるように、心のケア相談を

行っております。

今回のこころの体温計につきましては、携

帯電話やパソコンを利用して、気軽に心の健

康をチェックし、健康状態や人間関係、住環

境などの簡単な質問に答えることで、御自身

及び御家族のストレス度や落ち込み度等がわ

かるものであるということで、全国では５４

自治体、そのうち県内では、今年度から青森

市と黒石市で導入をしておりますが、当市と

いたしましては、他市の活用状況等を十分検

証しながら、前向きに検討してまいりたいと

考えております。

いずれにいたしましても、心に悩みを抱え

た方々が気軽に相談できるような体制づくり

をより一層推し進めてまいりたい、このよう

に思っております。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 健康問題の

第２点目、２４時間健康相談事業の実施につ

いてお答えいたします。

近年、核家族化、少子高齢化など、ライフ

スタイルの変化に伴い、ストレスの多い社会

環境の中で、健康問題においてさまざまな悩

みを抱える人々が増加してきております。

当市におきましては、妊産婦、乳幼児、成

人の方々の健康相談を所定の時間内において

随時受け付けを行い、相談にお答えしている

ところでございます。

御質問の２４時間健康相談事業は、先ほど

議員がお話しされたとおり、医師、看護師、

保健師、臨床心理士などの医療の専門スタッ

フが２４時間、年中無休の体制で、さまざま

な健康相談について電話でお答えするという

委託事業でございます。

日常生活において、特に夜間や休日などの

緊急を要する健康相談には大きな役割を果た

すものと考えております。

いずれにいたしましても、今後さらに、健

康への関心の高まりや、ストレス社会から来

る悩みや不安などが、さまざまな健康相談の

増加が予想されるところでございます。

この事業につきましては、健康相談のほか

に、医療相談、介護相談、育児相談等にも対

応できることから、今後、関係各課とも十分

に協議を進めながら、他市町村の実施状況や

費用対効果等も含めまして、総合的に調査・

研究をしてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 防災行政用無
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線のデジタル化についてお答えいたします。

現在、当市で運用中の防災行政用無線は、

昭和６０年度から防衛施設庁の補助事業で整

備されたものであり、停電時でも市民の皆様

に災害関連情報をいち早く正確に伝達するこ

とができるため、災害時における最も重要な

情報伝達手段となっております。

御質問の防災行政用無線のデジタル化に関

しましては、議員さんのおっしゃるとおり、

音声と文字放送用のデータを同時に送信でき

ることや、整備方式によっては、音声での相

互通信ができるなどの機能が増すものであり

ます。

現在、当市では、アナログ方式による運用

を行っておりますことから、そのような機能

はありませんが、重要な情報をいち早く正確

に市民の皆様に伝えることができるように、

緊急時に、三沢市内にあるすべての携帯電話

に緊急情報を配信するエリアメールや情報

メール、マックテレビ、市ホームページ等

で、複数のメディアによる情報発信も行って

おりますほか、限られた地域ではあります

が、携帯電話やカーナビでマックテレビを受

信できるエリアワンセグの整備も進めており

ます。

また、情報の相互通信面におきましては、

避難所等との的確な情報交換のため、昨年度

から、停電時でも市内全域で使用可能な無線

機の整備を開始し、情報収集機能等の強化を

図っております。

さらに、今年度は、難聴地域解消のために

音響音達調査を行ったところであり、この結

果に基づきまして、屋外スピーカーの配置、

角度等を再検討し、難聴地域の減少に向け

て、防災行政用無線施設の改修計画を策定す

ることとしております。

以上のことから、今後の防災行政用無線の

運用方法につきましては、現在の防災行政用

無線施設の運用に支障がないよう適切なメン

テナンスを行うほか、他のメディアや無線機

等を活用し、情報伝達や収集に努めながら、

防災体制の充実を図ることとしておりますこ

とから、当面の間、現在のアナログ方式で運

用する予定であり、現在のところデジタル化

は考えていないところでございます。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 教育部長。

○教育部長（山本文彦君） 教育問題の通学

路の安全対策についてお答えいたします。

６月議会でお答えしましたように、通学路

の緊急安全点検については、本年４月以降、

全国で通学路での交通事故が相次いだことか

ら、文部科学省、国土交通省及び警察庁の３

省庁が連携して対応策を検討し、通学路にお

ける緊急安全点検を実施し、関係機関との連

携による通学路の安全点検及び安全対策を講

じることとなったものでございます。

三沢市教育委員会では、各学校に対し、危

険箇所の抽出について依頼し、学校側では、

ＰＴＡ及び地域ボランティアの方々を交えて

検討を行い、その抽出結果を教育委員会へ報

告していただいたところであります。

これらを取りまとめた後、７月２６日に、

三沢警察署、県地域整備局、市連合ＰＴＡな

ど、総勢２６名による通学路における緊急合

同点検の合同会議を開催するとともに、８月

２日、３日の２日間にわたって、市内の通学

路の危険箇所を合同点検したところでありま

す。

御質問の１点目、実施された通学路の緊急

合同点検の結果でございますが、各学校から

抽出された危険箇所数は５２カ所でありまし

た。それを合同会議の場で、一つ一つの箇所

について、各学校より写真を添えて、その状

況を報告していただき、特に危険で、重点的

に現場確認を要する３２カ所について、合同

点検を実施したものでございます。

この現場確認をした３２カ所を含めた、危

険箇所５２カ所の状況については、去る８月

２９日に文部科学省へ報告したところでござ

います。

御質問の２点目、目に見える迅速な対応・

対策ということですが、現在、危険箇所５２

カ所について、その状況や危険内容について
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整理するとともに、対応策について検討して

いるところでございます。

検討途中でございますが、一例を挙げます

と、三沢小学校学区の三沢保養センター付近

の特殊４差路については、交差点の形状が悪

いため見通しが悪く、朝夕の交通量が多い時

間帯は特に危険であり、事故も多発している

とし、危険内容を整理し、その対応策として

は、平成２６年度完成を目指して、車道拡

幅、歩道整備、横断歩道等の整備計画を進め

ることとしております。

また、岡三沢小学校グラウンドの南側の市

道については、交通量が多く道幅が狭いにも

かかわらず、スピードを出して通り抜ける車

があり、危険であるとして、危険内容を整理

し、その対応策としては、注意喚起看板の設

置、樹木剪定を行い、見通しをよくするこ

と。路側帯の幅を広げ、道路幅を狭めるこ

と。登下校の時間帯のみ車両通行の制限をす

ることが可能かどうかを含め、その対応策に

ついて検討しております。

以上のように、現地確認の結果と、現地写

真を用いて詳細に整理し、箇所ごとにその対

応策を検討しております。

今後、９月中旬以降に数回の合同会議を開

催し、その対策を具体的に取りまとめ、１１

月までに文部科学省に報告することとしてお

ります。

また、市民の皆様には、この結果を広報等

を通して通知してまいりたいと考えてござい

ます。

御質問の３点目、今後において、通学路の

安全点検はどういう形で継続されていくのか

についてですが、このたびの緊急合同点検に

ついては、文部科学省からの依頼により実施

いたしましたが、三沢市教育委員会では、こ

れまでも三沢市連合ＰＴＡにより、毎年同様

の通学路の交通安全確保に係る要望をいただ

き、全小中学校学区ごとに危険箇所の指摘と

改善について、庁内の関係部局と会議を開

き、道路管理者や警察とも連絡・調整し、危

険箇所の解消に努めてきたところでありま

す。

昨年は、２６件の要望に対して１２件の改

善がなされており、毎年一定の成果を達成で

きていると認識しております。

したがいまして、通学路の安全点検につき

ましては、今後とも学校、保護者、連合ＰＴ

Ａ等、関係機関との連携のもと、子供目線に

立って、定期的な協議を行うことなどによ

り、児童・生徒の安全確保に努めてまいりた

いと考えてございます。

○副議長（堀 光雄君） 選挙管理委員会委

員長。

○選挙管理委員会委員長（河村幸利君） 選

挙問題であります選挙のお知らせの様式につ

いての御質問にお答えいたします。

期日前投票制度が平成１５年度から実施さ

れ、その普及によりまして、全国的にも

年々、期日前投票者数が増加の傾向にある中

で、当市におきましても、その傾向は顕著に

あらわれております。

この期日前投票を行っていただく際には、

投票当日に投票できない理由を示し、かつ、

それが真実であることを誓う旨の宣誓書を提

出しなければならないことと法令で定められ

ております。

このことから、これまで当委員会として

は、期日前投票の受付窓口に所定の宣誓書用

紙を備え、期日前投票に訪れた方には、宣誓

書への記入の仕方を窓口担当者が説明しなが

ら、面前で記入いただいた上、期日前投票を

行っていただいております。

しかしながら、期日前投票期間の終盤に

は、選挙人の方々も集中するため、窓口が混

雑する状態となり、円滑な窓口対応ができず

にいたことから、何らかの対策が求められて

いたことも事実であります。

このたびの御質問の御指摘は、当委員会と

しても気づかなかった方策でもありますが、

県内１０市の選挙管理委員会で導入状況を確

認したところ、青森市とむつ市が既に御指摘

同様、投票所入場券の裏面に、期日前投票に

係る宣誓書様式を印刷、掲載しているほか、
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黒石市が新たにこの形式による投票所入場券

発行を準備中とのことでありました。

当委員会といたしましても、御質問の方策

を講ずることにつきましては、期日前投票に

来られる選挙人の方々の抵抗感や負担の軽減

につながるほか、事務処理の簡素化による窓

口混雑の解消、ひいては、期日前投票の円滑

化による投票機会の拡大につながる改善策と

して有効であると考えるところであります。

このことから、今後、投票所入場券の印刷

レイアウトを見直すなど、先行事例を参考と

しながら、可及的速やかに準備を進め、来る

べき選挙の際に間に合うよう改善をしてまい

りたいと考えております。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） １０番。

○１０番（春日洋子君） 選挙問題の投票所

入場券につきまして、早速、前向きな対応を

していただけること、大変市民の皆様も喜ん

でくださると思います。少しでも投票率の

アップにつながるというふうに確信しており

ます。よろしくお願いいたします。ありがと

うございます。

それでは、ほかの質問事項、３点につきま

して、質問順に再質問させていただきたいと

思います。

最初に、防災問題ですけれども、デジタル

化については、もちろん多額の予算も生じる

ことも承知しておりますし、容易にできるも

のではないというふうにも認識しております

けれども、参考にお聞きいたします。

もし、三沢市でアナログからデジタル化へ

移行する場合、どのぐらいの予算が生じるか

ということを試算されているかどうか、参考

にお聞きしたいと思います。

八戸市におきましては、既設小局１０２カ

所、新設２１カ所、合わせて１２３カ所のデ

ジタル化への工事費が３億６,７００万円の

予算計上であるというふうに報道されており

ました。

先日、お聞きしましたところ、三沢市内に

は１０４カ所の無線局があるというふうなこ

とですけれども、試算はどのようになるの

か、おわかりになればお聞きしたいと思いま

す。

また、本日、私、市役所に向かった折、淋

代町内から五川目に差しかかったところ、防

災無線が呼びかけておりました。窓をあけ

て、何を伝えているのか聞こうと思いまし

て、窓をあけましたけれども、聞き取れない

ために、車を寄せて停車をして聞き取ろうと

しましたけれども、とうとう途中で途切れた

のか、その内容がわからずに市役所に向かっ

たわけですけれども、特に大震災の後、津波

ということを考え合わせると、沿岸地域での

津波警報の発令時において、何を伝えてくだ

さっているのかわからないということは、非

常に不安がまた募る一つでもあると思いま

す。

その点につきまして、ちょっと関連の質問

ですけれども、昨日の防災訓練におきまし

て、岩手県の釜石市でありますけれども、こ

れまでの防災無線の避難誘導の口調でありま

すけれども、三沢市においても、よりわかり

やすいという意味合いもあるかと思いますけ

れども、ゆったりとした口調のように感じら

れます。

いざ、こういう警報が発令されたときに

は、切迫口調という命令口調。このような、

市民の方が本当に一大事なのだというふうに

すぐにキャッチし、行動に移せるというよう

な、こういう取り組みも望ましいのではない

かというふうに考えます。この点についてお

聞きしたいと思います。

健康問題でございますけれども、市長よ

り、こころの体温計については前向きに検討

してまいりますという、希望があるのかなと

いうふうに思いましたけれども、私たち日ご

ろ生活している上で、亡くなられる方が非常

に残念であるという状況のことも耳にいたし

ます。

本市におきまして、心の病でみずから命を

絶つ、そういう方が何人ぐらい、これまでお

いでになったかということを認識されていれ
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ば、参考にお聞きしたいと思います。

また、２４時間健康相談ですけれども、調

査・研究という答弁をいただきました。私

は、民間事業者の事業を応援するだけではな

く、やはり多岐にわたる市民も、医師不足で

あったり、保健師さんの対応が多岐にわたっ

ているという状況を見ると、本当に将来的に

は、ぜひ導入していただきたいと願っている

ものですけれども。

参考に、委託料は世帯数で算入されるとい

うことで、参考にお聞きしましたら、６００

万円の委託料になるような見込みでした。こ

の６００万円という予算は、市におきまして

どのような、市民の健康、命を守るための施

策としては、どの程度の位置を占めるかとい

うことをどのように思われるか、お聞きした

いと思います。

教育問題につきまして御答弁いただきまし

たけれども、具体的に緊急を要する場所とか

もあり、また、参考事例として浜三沢、岡三

沢地区の事例もお聞きいたしました。

毎年、教育委員会としては、今回の文科省

からの提言にかかわらず、実施されてきたと

いうことでありますけれども、そのことは私

も承知しておりました。ですけれども、今年

度、今の緊急総点検において、各学校から５

２カ所寄せられた。毎年毎年点検しているけ

れども、昨年は２６件という御答弁でしたの

で、新たにふえている。毎年細かく点検をし

ているにもかかわらず、新たな危険箇所が出

ているということでしょうか。この点に非常

に驚きました。

また、浜三沢地区のところは、私も土木課

等でお聞きして、将来的にはいい方向になる

だろうというふうに、危険箇所としては解消

されていくのだろうというふうには承知して

おりましたけれども、対策ができずに、ハー

ドルが高く、また、さまざまな機関を経なけ

ればいけないので、何年かけても対策ができ

ずにいる事案があるというふうにお聞きして

おります。

例えば、私の住む地域でございますけれど

も、国道３３８号です。こちらは、第三中学

校とおおぞら小学校が存在する地域です。場

所的には、六川目町内会、消防本部北分署の

ところから、そしておおぞら小学校が織笠町

内に入るあの区間です。現在は、センターラ

インが白ラインになっています。こちらを保

護者の方から、追い越し禁止の黄色のライン

にしていただきたいと。

というのは、子供たちが徒歩、また、自転

車で通学していない冬期間、保護者が、地理

的には遠方から通学してきますので、マイ

カーで送迎する方が多いわけです。その中

で、そこは、学校だけではなく、両側に住宅

も張りついております。その中で、要望がな

かなか進まない。

ちょうど学校の出入りに、車がスピードを

上げて追い越していくというような、本当に

怖い思いをした保護者もいらっしゃるそうで

す。万が一のことが起こる前に、この手だて

をしていかなければならないと思いますけれ

ども、市でできるもの、また、国道でありま

すので、さまざまな機関を経なければいけな

いというふうにも思いますけれども、この点

については、今までどのような経過を踏んで

きたのか、お聞きしたいと思います。

もう１点ですけれども、さまざまな対策を

なされた後ですけれども、果たしてそれが的

確に対策が講じられたかどうかを見直す必要

があるのではないかということを先日気がつ

きました。

それは、織笠地域であります。ここは、第

三中の中学生が自転車で通学をする歩道のと

ころです。側溝が５センチほど高くなって、

そこに車輪を乗り上げて転倒するということ

がたびたびあったようです。

先日、そちらの場所の御近所の御主人にお

聞きしましたところ、１カ月ほど前に工事が

なされたと。ところが、私がその現場に行き

ましたときには、雨上がりの後で、一帯が水

浸しになっていて、水がたまっておりまし

た。ですから、そちらの御主人も、せっかく

来たので、平らにしてもらいたいと業者の方
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におっしゃったのだけれども、予算がこれし

か与えられていないので、これ以上できない

と。だから、段差だけは直ったのだけれど

も、それだけなのですね。

たまたま私がその方とお話をしているとき

に、三中生が自転車で通りかかりました。そ

の場所の手前から、車道に出て通っていきま

した。非常に危ない。もし、ここで車が気が

つかずに、振り向きもしないで出たときに、

どういう状況になるかというようなことも非

常に心配をするところです。

ですから、私は、報告としては、あの場所

はこのようになりましたと言っても、やはり

再びきちっと満足のいく安全な場所にされた

かどうかということは、その事後の検証とい

うのも必要ではないかというふうに思いまし

たので、この点についてもお聞きしたいと思

います。

最後になりますけれども、継続的な実施に

ついてということでありますけれども、先ほ

ど教育部長から答弁をいただきましたとお

り、継続的にこれまでもしてきたし、これか

らも行っていくということですけれども、私

は、通学路の安全点検ということは、運転手

のマナー、歩行者優先ですとか、また、安全

な自転車走行、そういうことも盛り込まれて

いかなければいけないというふうに思うので

す。どんなに歩行者が気をつけていても、車

が来た、自転車が来たとか、そういうことも

あるわけですので。

今現在、全国におきましては、４４都道府

県、また、市町村では約８６％の自治体が、

例えば安心まちづくり条例ですとか、交通安

全条例など、条例を策定して、より一層の安

全対策を推進しているというふうに伺ってお

ります。ぜひ本市においても、このようなこ

とを考慮しながら、前向きに検討していただ

きたいというふうに願っております。

以上、再質問させていただきます。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（佐々木卓也君） 防災問題の再

質問にお答えいたします。

再質問のまず１点目ですけれども、もしデ

ジタル化した場合の試算額を三沢市で押さえ

ているのかということでしたけれども、デジ

タル化に関して、実際に設計したわけではご

ざいませんけれども、概算ということで、主

要な機器類と屋外スピーカーだけで１０億円

前後になるというふうなお話をいただいてお

ります。

ただ、デジタル化には、また違う方式もあ

るというふうなことで、八戸市さんの例が今

出されましたけれども、ＭＣＡ無線機という

ものだそうですけれども、それについては、

初期投資は安いけれども、ランニングコスト

のほうで、使用料が毎年かかっていくという

ふうな情報もございます。

先ほど申し上げた１０億円というほうは、

初期投資のみで、あとはかからないというふ

うな、電気代だけというふうなことだと思い

ます。一応、現在のところ、その辺のところ

で認識しております。

それから、途中でおっしゃいました淋代方

面の無線機、きょう、ちょっと聞こえなかっ

たという。それについては、答弁で申し上げ

たように、音響音達調査の結果をもとに、対

応を早急に考えてまいりたいと考えておりま

す。

それから、岩手県だとか宮城県のほうで、

避難指示等に関して、命令口調に変えている

ところもあると。これにつきましては、私も

新聞報道のほうで見ておりました。ただ、そ

のように変えているところと、変えないとい

うところもあるようでございます。

当市といたしましては、現在、防災計画の

見直し等を進めておりますので、避難指示等

の口調等についても、あわせて検討してまい

りたいと考えております。

以上であります。

○副議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 健康問題の

再質問についてお答えいたします。

心の病がもとで亡くなった方についての御
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質問でございました。

三沢市におきましては、平成１５年から毎

年約１０名を超える方々が亡くなっておりま

す。そして、昨年度は、過去１０年の中で最

も少なく、一けたでございました。

それで、参考までなのですけれども、年齢

別に見ますと、６０代、７０代の方が最も多

くて、性別では、男性の方が７割を占めてお

ります。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 教育部長。

○教育部長（山本文彦君） 再質問にお答え

いたします。

４点ほどございますが、まず、第１点目で

ございます。

危険箇所等の、毎年毎年改善しているの

に、全然数が変わらないのではないかという

ふうな御質問だったかと思いますが、通学路

については、宅地造成であるとか、新しい道

路の新設ですとか、また、それに伴う交通量

の変化等により、危険箇所は増減していくも

のだと考えてございます。

また、改善に当たっては、例えば道路の拡

幅、歩道の拡幅等によって、地権者等の交

渉、それから、信号機等の設置については、

県の公安委員会のほうに調整するなど、いろ

いろ中長期的に取り組まなければならない課

題も多いことから、どうしても、なかなかす

べてが改善するというふうな中には難しいか

と思っております。

続きまして、２点目でございます。

国道３３８号の追い越し車線のことでござ

いますが、実は、２３年度、三沢市連合ＰＴ

Ａからの安全確保プロジェクトに係る要望を

いただいた際、三沢警察署と協議を行ってご

ざいます。

三沢警察署によりますと、細谷町内から三

沢消防本部の北分署前までは追い越し禁止と

なっているが、以前に、北分署から六ヶ所方

面、北側区間もあわせて追い越し禁止にした

ところ、追い越し禁止区間が長くなり、逆に

交通事故が多くなった経緯があることから、

北分署から北側部分を追い越し禁止区間とす

ることは、現状、難しいと回答をいただいて

ございます。

しかしながら、子供たちの通学路の安全確

保の観点からも、地域の方々との連携を図り

ながら、再度、三沢警察署のほうと実態を調

査し、改善していただくよう協議してまいり

たいと考えてございます。

３点目の織笠地区の歩道の件でございます

が、御指摘の箇所は、国道３３８号のことだ

と思いますので、道路管理者である青森県地

域整備局と市の担当部署とともに、これから

早急に協議をし、改善を図ってまいりたいと

いうふうに考えてございます。

４点目の通学路の安全確保対策について、

条例等を制定し、取り組んだらどうかという

ふうなことでございますが、通学路の安全対

策については、防犯という観点もございます

し、運転手の安全に対する意識向上というふ

うなこともございますので、全国の事例を見

ながら、どういう形で取り組むのがいいか、

調査・研究してまいりたいというふうに考え

てございます。

以上です。

○副議長（堀 光雄君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 健康問題、

一つ、私、言い忘れておりました。大変申し

わけございませんでした。

２４時間委託事業のことでございますけれ

ども、委託料６００万円につきましてのお話

が抜けておりました。申しわけございませ

ん。

これにつきまして、２４時間の健康問題の

事業でございますけれども、実は私、これに

つきまして、はじめてこの事業につきまし

て、内容がよくわからなかったもので、自分

なりにインターネットで調べました。そうし

ましたら、東北でやっているところがなかっ

たわけで、これは私が調べたところ、栃木県

でございますけれども、やっているところが

ございまして、その方と実際にお話をいたし

ました。それは、栃木県の真岡市というとこ
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ろで、人口８万人のところでございました。

話は戻ります。委託料６００万円というこ

とでございますけれども、やはりいろいろそ

ういうような先進地の事例等の担当者からお

話を聞いた限りにおきまして、この委託料に

つきましては中身を十分精査して、これはい

ろいろと事業を進めていく上では大変重要な

ことになるということでのアドバイスをいた

だきました。

ですので、今、６００万円という事業費に

つきましては、これからさまざまな先進地の

事例等を踏まえまして、十分検討させていた

だきたいと思っております。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） １０番。

○１０番（春日洋子君） 最後に、教育問題

をお聞きしたいと思います。

先ほどの国道３３８号のセンターライン

は、現状のとおりであるということでありま

したけれども、このようなことは、危険箇所

として要望を受けた場合、これは不可能とい

うことですよね。不可能ではないの。セン

ターラインを白ラインから黄色ライン、その

ように受けとめたのですけれども、そうでは

ないのですか。

このことがわかったのは、先日、第三中学

校の教職員からお聞きしたわけです。

ですから、例えば、ここは危険箇所なの

で、安全面に対処していただきたいという要

望を出したものに対して、すぐできるもの、

それはわかりますけれども、できないもの、

期間を要するもの、さまざまなものは、それ

は理解できますけれども、例えば、余りに長

い、危険箇所がそのままになっているという

ことに対して、私は心配をするのですね。

途中経過、こういう事案はこういうところ

までという、そこに携わる学校、また、地

域、ＰＴＡの方等に理解をしていただくこと

が大事ではないかなというふうに思ったもの

で、最後に、そこをお聞きしたいと思いま

す。

○副議長（堀 光雄君） 答弁願います。

教育長。

○教育長（吉田 健君） ３３８号のおおぞ

ら小学校、第三中学校の道路の追い越し車線

が白の車線になっておりますけれども、従

来、何とか追い越し禁止にお願いするという

要望をずっとやってきておりました。

今までの点検では、これは警察署の管轄で

ございまして、ドライバーの視点から立っ

て、全体的に見て、あそこのラインの距離だ

け、一番ストレートなので、あそこだけを白

く追い越し車線にするという、３３８号の全

体的な流れから、黄色い線、つまり、追い越

し禁止にはできないという回答でずっと来た

のです。

今回の点検は、警察のほうに、ドライバー

の視点で考えるのではなくて、通学路の完全

確保、事故が多いものですから、そういうふ

うな視点でもって警察で考えてみてください

ということで、ゼロベースでもって、子供の

目線で点検してくださいということで、これ

は、今回の調査は文部科学省、国土交通省及

び警察庁、３省庁ですから、これは、警察は

警察で、１２月にその点検をもとに、子供の

目線に立って、ここは追い越しを禁止にする

かどうかということを全体的な形で、ドライ

バーの目線でなくて、子供の通学路としての

安全確保の目線でもって検討した結果をまと

めて出すと。それで、全体的に県、国で検討

すると。今までこれがなされていなかったの

ですね。

そういうような形で、何とかこれを継続し

て、今回は警察のほうも視点を変えておりま

すので、何とかそこを期待しております。で

すから、全く不可能ということではなくて、

これはずっと要望して、通っていませんの

で、今回をまた起点にして、また、地域でも

三沢市でも、これを改良するように、これか

ら検証の上、きちんとこの区域については陳

情を申し上げるという形に今は考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（堀 光雄君） 以上で、１０番春
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日洋子議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（堀 光雄君） 本日は、これを

もって散会いたします。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後 ３時２３分 散会


